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はじめに
　
本報告書は、文部科学省による大都市大震災軽減化特別プロジェクトの一環として、平成18年度に相模原市を対象に実施した、大地震時の災害対策本部の運用（初動期）に関する図上演習の概要をとりまとめたものである。相模原市は人口が約70万人と規模が大きく、市域面積も広いため、大地震が起きた場合、災害対策本部の初動期の対応がきわめて難しい都市である。同時に、相模原市は近くに立川断層や伊勢原断層といった活断層が走っているだけでなく、北米プレートとフィリピン海プレートの境界でM7クラスの地震が発生した場合や、市域直下で起きるM6クラスの地震によっても大きな被害が出ることが予想されている。
　これらの大地震発生に備えて、相模原市では地域防災計画を充実させると同時に、市長部局に防災部を設けるなど、防災体制の強化を図ってきている。また、毎年、参集訓練や初動対応訓練を積み重ね、その経験に基づき、「災害対策応急対策活動マニュアル」や「災害対策本部要綱」、「災害対策本部事務局運営要領」を作成している。しかし、これらのマニュアルや要綱、要領が実際に大地震が発生したときに役立つのか、問題や課題がないのかはよくわかっていない。そこで大地震発生を想定した図上演習によって、これらの有効性を確認するとともに、問題点や課題を抽出し、より実戦的なマニュアルや要綱、要領にしていくことが必要と考えられる。
　今回は、初動期の災害対策本部の活動の中でもっとも重要と考えられる、情報の収集・伝達・処理に焦点を絞った図上演習を実施することとした。
　なお、相模原市における図上演習の企画・実施にあたっては、防災＆情報研究所に委託して行った。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東京経済大学

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　吉井　博明
１．相模原市における大震災時の応急対策マニュアルの概要
　(1) 応急対策マニュアルの主要ポイント
　相模原市の応急対策マニュアル（ここでは「災害対策応急対策活動マニュアル」、「災害対策本部要綱」、「災害対策本部事務局運営要領」全体を総称して応急対策マニュアルと呼ぶことにする）の主な点は以下のとおりである。
　
1)参集途上の被害情報収集
　勤務時間外の場合は、テレビ・ラジオに注意し、地震関連情報を収集するとともに、参集途上（震度５強以上の揺れで全職員自動参集）において、以下のような情報を集めてくる。集めた情報は市役所到着後、市災害対策本部に報告する。
　・市の重要施設（市関連施設）の被害状況
　・死傷者発生状況
　・ビル及び家屋等の被害発生状況
　・交通機関（鉄道、駅等の被害及び旅客の対応状況）、主要道路、橋梁の被害発生状況　　（倒壊・半壊等）、火災等の発生状況
　・病院等医療機関の被害状況
　
2)時期別の重要ポイントの指示
　市災害対策本部の運営の中でも被害情報収集の内容が、初動期、緊急期、救援・復旧期の３つの時期別に書かれており、初動期には、「情報収集・伝達手段の確保」、「地震関連情報の収集及び伝達」、「被害状況の把握」と同時に、被害発生状況のとりまとめとして「死傷者情報を中心とした被害情報の集約」、「情報の整理」、「被害量、応急対応必要量の予測」、「広域応援要請」に力点を置くようになっている。
　緊急期には、「被害状況等の内容の確認」や「２次、３次災害発生に関する情報収集」に力点を置くように指示されている。さらに、救援機・復旧期になると、「被害情報等の確認、被害量の推定」、「２次、３次災害発生に関する警戒体制の継続」、「被害報告用資料の作成及び報告」に重点的に取り組むように指示されている。
　
3)災害対策本部・現地対策班設置時の情報収集の留意点
　大地震発生時には、災害対策本部及び現地対策班（支部）の設置を急ぐとともに、留意点として、以下の２点が強調されている。
　　①一般市民からの電話殺到への対応：一般市民からの電話が殺到し、重要な情報の収受、関係機関への対応指示、応答が不可能になることが予想されるので、市災害対策本部では市民からの電話等を直接受信せず、問い合わせ応答専任者を配置すること。
　　②NTTに依頼し、市災害対策本部専用の発信、着信専用回線を確保すること。
　
4)激甚被災地区への連絡員の派遣
　さらに初動期においては、被害の大きい（ことが予想される）地区が判明した段階で、携帯無線をもった連絡員を派遣し、情報を収集することとしている。派遣先としては、高層建築物の屋上、相模大野駅、デパート、イベント施設、工業地域、道路、鉄道、病院等が想定されている。
　
5)他機関からの情報収集
　警察や自衛隊、マスコミからも被害情報を収集する。
　
6)収集すべき情報項目
　2)～5)の収集活動の中で収集すべき情報項目として、「揺れの状況」、「死者、負傷者の発生状況（多数死傷者の発生箇所）」、「公共施設、病院、駅、国道等の重要施設の被災状況」、「火災の発生・拡大状況」、「倒壊建物等の発生状況」、「その他の特殊災害等の発生・拡大状況」、「応急対応者の対応状況」が具体的にあげられている。
　
7)取りまとめ
　被害情報の取りまとめにあたっては、まず「死傷者情報を中心とした被害情報の集約」、「地図等を使った情報の整理」、「被害量、応急対応必要量の予測」などが重要であり、具体的方法について記述されている。　　
　(2) 情報の流れ
  応急対策マニュアルの中心は、収集すべき被害情報を列挙し、各被害情報項目毎に、誰がどこからどのようにして情報を収集し、対応を決定し、指示・伝達するか、を記述したものである。相模原市のマニュアルでは、全体的な情報の流れは図１に示したようになっている。また、そのうちの負傷者関係情報の流れを図２に、避難者関係情報の流れを図３に示す。

図１　被害情報の流れ（全体）

図２　負傷者関係情報の流れ


図３　避難者関係情報の流れ
２．図上演習の概要
相模原市災害対策本部運営のための図上演習の概要を以下に示す。

(1) 図上演習の目的

1)大地震初動期の災害対策本部における情報収集・処理・伝達体制の実効性検証 

2)大地震初動期における相模原市の地域防災計画・マニュアル等に沿った役割分担と対策活動の検証

(2) 図上演習の概要
1)　演習の前提

①対象地震：相模原市直下を震源とするマグニチュード6.9の地震
②被害設定：消防庁簡易被害想定システムによる震度分布を用いて被害量を設定 

③発災日時：演習実施当日（平成18年11月14日）の朝6時00分頃
2)　演習の実施方法

①演習の方法

本調査研究で対象とした災害対策本部運営図上演習は、相模原市で年初から計画されていた全職員を対象とする参集訓練と併せて行うこととされ、職員の参集から訓練が開始された。

・第１部：職員参集訓練から始まり、災害対策本部事務局員は、消防指令センターに参集する。各部職員も各部に参集し、各部は指令センターに連絡員を派遣する。災害対策本部となる消防指令センターで、各部連絡員等に順次付与した情報を、連絡員が各部に内線電話又は伝令により連絡する。各部では実際の災害時と同様の状況下で、ロールプレイング・シミュレーション手法を援用し、対応を検討・決定し、その結果を消防指令センターにいる連絡員に伝える。連絡員は、付与された情報と各部から伝達された対応をまとめて「記録用紙」に記載し、災害対策室と情報連絡室に伝達する。

・第２部訓練：第１部の延長で、市災害対策本部の本部事務局の対応を中心に行い、各部については災害対策本部に来た各部連絡員が対応を決定するものとし、付与された情報と各部から伝達された対応をまとめて「記録用紙」に記載し、災害対策室と情報連絡室に伝達する。
②訓練会場
相模原市消防指令センター（３階災害対策室と２階情報処理室）が主会場であり、第１部においては、各部の部屋で対応。
③演習の対象時間・フェーズ（局面）分けと演習の条件

○演習スケジュール（演習当日の進行）

	06:00～08:30


	第１部訓練：職員参集～図上シミュレーション訓練
	参集→付与情報に基づき、各部でとりまとめ、災害対策本部に報告（6:00から順次情報を消防指令センターで付与）

	08:20～08:30
	市長訓辞

	08:30～08:45
	休憩＋説明

	08:45～10:45
	第２部訓練：図上シミュレーション訓練
	付与情報に基づき、災害対策本部内にいる各部担当員がとりまとめ、災害対策本部に報告（11:00までの情報を付与）

	10:45～11:00
	休憩

	11:00～12:00
	対応状況のとりまとめ、結果報告、講評
	演習参加者による対応状況の発表、対応状況の検証、意見交換、講評


○図上演習時間

発災から5時間後までの状況を、途中休憩をはさみながら、通しで演習した（11月14日午前６時（発災）から午前11時まで）。演習は、第１部、第２部ともほぼ実時間で行った。
○使用した情報伝達手段　

　　第１部では、以下のような手段で各部へ伝達した。

〔情報付与〕

　　・グループウェア：同報（一部ファクシミリ）

・庁内放送：訓練のお知らせ以外は使用しなかった。消防部、保健所には庁内放送が伝わらないので、別途、内線電話で連絡した。

　　・内線電話・伝令：直接状況付与用紙で連絡員等に手配りした情報は、各部連絡員を通して伝達した。

〔情報収集〕

　　各部からの情報は、消防指令センターにいる連絡員への内線電話が中心だったが、一部は伝令、ファクシミリで収集された。また、消防指令センター内における各部間の情報連絡は、「連絡用紙」を基本になされた（一部口頭）。
　　第２部においては、消防指令センターにいる連絡員への直接状況付与がなされ、各部間の情報交換は、「連絡用紙」を基本になされた（一部口頭）。

○「発表、意見交換、講評」では、プレーヤーの各部・班、統制班、演習評価担当から、対応状況を報告するとともに、演習で指摘された問題点・課題、演習自体に対する意見等を発表するなど、参加者による意見交換・討議を行った。また、各部において対応した人についても、消防指令センターに参集して行った。
3)　演習参加者（プレーヤーとコントローラー）

①コントローラー

図上演習の進行管理（演習当日の司会進行、進行管理）を行うとともに、県、隣接市町、防災関係機関（県警・警察署、道路管理者、交通機関、ライフライン機関等）、市内一般事業所、市内在住住民、ボランティア団体等の役割を、一括して代役対応した。
・市の対応について：市職員２名

・国、報道機関、その他の機関、図上演習の実施方法等について：東京経済大学吉井、防災＆情報研究所（３名）

・状況付与票配布係：市職員３名

　・市職員１名が、グループウェアによる状況付与と、津久井地区への状況付与を、一般電話により、別途行った。
②プレーヤー（図４参照）
　市災害対策本部の事務局及び各部が中心となって行った。第１部と第２部で人の出入りがあり、また各部で対応している人もいるため、正確な数字は確認できていないが、災害対策本部では、おおよそ以下のような参加人数となっている。
・災害対策室　　　　8名（相模原市防災対策担当部長、防災対策課長等）
・災害対策事務室　　12名（消防本部防災課長等）
・情報処理室　　　　11名

・関係各部（連絡員各１～数名×17部）　17～25名　　　

　・支援班（第１部）　　6名　　　　　　　　　　　　　　計54～62名

4) 図上演習の基本的ルール

①演習実施にあたっての前提

・演習の設定時間は、「2006年11月14日６時から11時まで」とした（ほぼ実時間どおりに進行）。

・演習参加者は、発災後参集し、災害対策本部要員として活動するものとして、演習を開始する。
・地域防災計画や応急対策マニュアル、その他関係資料を参照して、対応・意思決定を行う。

・施設や設備、資機材、備蓄は、現況のものを前提とした。
②演習における情報の流れとルール（図５参照）
＜第１部＞

・参集後、順次、統制班から事務局及び各部連絡員に、「状況付与票」を時間経過ごとに付与する。今回の図上演習では、地域防災計画に規定している応急対応班は編成せず、各部へ情報を付与する。

・各部では、災害対策本部室に派遣した各部連絡員を通して、電話又は伝令により、付与情報を把握する。

・各部は、付与された情報に基づき（例年の参集訓練時のように、独自の被害設定をしてはならない）、対応を決定していく。また、その結果を、各部連絡員を通して、電話又は伝令により、災害対策事務室に伝える。

　・各部連絡員は、各部への付与情報及び各部から伝達された情報を、「情報受付用紙」に記入して、「情報処理室」、「災害対策室」の受信箱に入れる。
　・「情報処理室」では、受け付けた情報を「緊急防災情報システム」に入力する。

＜第２部＞

・消防指令センターを中心に、第１部の後の状況について、続けて順次、統制班から事務局及び各部に、「状況付与票」を時間経過ごとに付与する。

・状況付与の方法としては、「共通情報」については、庁内放送や各部庶務担当宛のメールで一斉送信し、個別の部や災害対策本部事務局等への付与は、災害対策本部会議室及び情報処理室での手配りとした。

・プレーヤーは、渡された状況付与票に基づいて、それぞれどのような対応をとるか考え、取った対応に応じて、関係する部、防災関係機関、その他への「問い合わせ、回答、報告、要請・指示等」を行う。

・「問い合わせ、回答、報告、要請・指示等の連絡」は、所定の用紙を用いて行った。対応は、自由に行って構わないが、付与された状況以外の被害を独自に作ってはならない。
また、演習に参加していない機関（例えば、県、警察等）や住民・事業所・ボランティア等への問い合わせ・連絡等については、すべて統制班の代役担当が対応した。また、第２部においては、災害対策本部室での対応が中心だが、必要に応じて、所属部署に直接連絡を取ることができるとした。
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図４　相模原市災害対策本部組織図と今回の図上演習プレーヤー
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図５　演習における情報の流れ

 (3) 状況付与の内容（概要）

1)被害関係の付与内容

	項目
	内容

	地震情報

地震動
	・地震の諸元　　・庁舎における震度

・県内及び周辺地域の市町村別震度

	庁舎内の状況
	・庁舎（本庁舎、各出先）内の被害状況、支障状況、人的被害（職員、来庁者）の発生状況

・職員の状況

	庁舎周辺の状況
	・庁舎（災害対策本部設置場所および各出先）周辺の被害状況

	被害概要
	・発災初期における被害の概要（断片的な情報）

	崖崩れ

（救出、道路被害）
	・崖崩れによる建物、道路の被災状況

・建物については要救出の有無　　　・道路については道路の状況

	建物被害

（救出）
	・要救出箇所が発生している建物被害（木造、非木造別）

・時間経過による、救出活動状況

	火災

危険物
	・出火および延焼状況

・初期は出火情報、その後は消防部からは出火場所と消火活動状況

・延焼については、焼失棟数と活動状況

・危険物施設からの危険物漏洩の状況

	人的被害


	・警察からの死傷者数（確定情報）

・病院からの死傷情報

	避難者
	・避難者数の概数、避難者の状況

	道路
	・警察、道路管理者からの被害、支障、復旧見込み

	鉄道
	・運行状況、復旧見込み（ＪＲおよび私鉄）

	ライフライン
	・市の関係部、ライフライン事業者からの被害（支障）状況、復旧見通し

	ﾍﾘﾃﾚ、高所ｶﾒﾗ
	・火災、建物被害、崖くずれ、道路の渋滞等の状況


注：この他、マスコミ情報（取材、ヘリテレ等）によって、断片的な被害状況が入る。

防災関係施設、病院等の個別被害については、それぞれの管理者から情報が入る。

2)対策実施状況の報告、問い合わせ、要請、要望等の付与内容

	対象
	項目
	内容

	国、県

各部・班

防災関係機関

等
	対策実施状況の報告
	・各部・班、被災現場における時間経過別の対策実施状況

・国、県、防災関係機関等における時間経過別の対策実施状況

	
	問い合わせ


	・各部・班、被災現場からの問い合わせ（対策実施状況、対策実施の判断等）

・国、県、防災関係機関等からの問い合わせ（対策実施状況等）

・取材申し込み

	
	要請
	・国、県等からの被害報告の要請

・被災現場、各部・班、県、防災関係機関、その他からの支援、対策実施の要請（対策の調整を含む：資源の配分、輸送等）

	市民、事業所

ボランティア

等
	要望
	・住民や民間企業等からの要望（対策の早期実施、情報提供等）

	
	問い合わせ


	・住民や民間企業等からの問い合わせ（被害状況、安否、対策実施状況等）

・ボランティアからの問い合わせ（受付窓口等）


3)状況付与の付与先（発災６時間後までの情報・対応）

	付与先
	情報の項目
	情報の発信元

	災害対策事務室


	・地震情報、震度情報

・気象情報

・県からの情報､問い合わせ､要請(部管轄以外)
・国からの情報、問い合わせ、要請

・隣接自治体からの情報、問い合わせ、要請

・自衛隊からの情報、問い合わせ
	気象庁

気象庁

神奈川県

国（省庁）

隣接市町

武山駐屯地

	情報処理室


	・市民からの被害情報

・市民からの問い合わせ・要望
	市民

市民

	企画部


	・所管施設・設備の被害

・情報システムの被害、運用状況

・津久井、相模湖に関する情報

・報道機関からの問い合わせ・要請

・通信機関からの情報

・外国人からの問い合わせ・要望

・米軍からの問い合わせ・要請

・視察・見舞いの要請
	部内（施設管理者）

部内（施設管理者）

地域自治区事務所

各マスコミ

ＮＴＴ他

在住外国人

米軍

友好都市等

	総務部


	・所管施設・設備の被害

・市長、副市長の動向

・職員、職員家族の安否・被害
	部内（施設管理者）

部内（施設管理者）

職員・職員家族

	財務部


	・所管施設・設備の被害

・ヘリの臨時離発着場の状況

・都市ガス・ＬＰガスの被害・支障

・緊急車両の確認に関する情報
	部内（施設管理者）

部内（施設管理者）

ガス事業者

指定を受けている機関

	保健福祉部


	・所管施設・設備の被害（含南保健福祉センター、老人福祉施設、児童厚生施設、保育所、障害福祉施設、陽光園等）

・死体の措置に関する情報

・救護所からの報告・問い合わせ・要請

・災害時要援護者（除外国人）からの問い合わせ・要望

・ボランティアからの問い合わせ・要望

・救助法適用に関する問い合わせ

・日本赤十字社、社会福祉協議会等からの問い合わせ・要請

・病院､医師会等からの報告･問い合わせ･要請

・医療機関の被害（負傷者の来院状況）
	部内（施設管理者）

部内（施設管理者）

救護所派遣職員

在住外国人

ボランティア団体

厚生労働省

赤十字社等

病院、医師会

医療機関

	保健所部


	・所管施設・設備の被害

・上水道被害・支障

・応急給水に関する情報

（・ペットに関する問い合わせ・要望）
	部内（施設管理者）

県企業局

部内（施設管理者）

市民

	市民部


	・所管施設・設備の被害

・現地対策班からの報告・問い合わせ・要請・要望

・全般的被害（出張所把握分、津久井・相模湖・愛川分）

・避難所からの報告・問い合わせ・要請・要望

・自治会からの報告・問い合わせ・要請・要望

・市民からの問い合わせ・要請・要望
	部内（施設管理者）

現地対策班派遣職員

地域自治区事務所

避難所派遣職員

自治体役員

市民

	経済部


	・所管施設・設備の被害

・工業関係、商業関係、観光関係、農林業関係の被害

・応急物資の調達に関する情報
	部内（施設管理者）

被害調査職員、各事業者

調達先業者

	環境保全部


	・所管施設・設備の被害（含緑地、公園）

・化学物質の漏洩に関する情報


	部内（施設管理者）

被害調査職員

各事業者

	環境事業部


	・所管施設・設備の被害（含清掃施設）

・ゴミ、し尿処理に関する情報
	部内（施設管理者）

部内（施設管理者）

	都市部


	・所管施設・設備の被害（再開発地域、駐輪場）

・交通機関の被害・支障

・駅の混乱状況
	部内（施設管理者）

交通事業者

各駅管理者

	建築部
	・所管施設・設備の被害（含市営住宅）

・危険度判定に関する情報

・協定業者からの情報、問い合わせ、要請

・電力の被害・支障
	部内（施設管理者）

部内（施設管理者）

協定業者

東京電力

	土木部


	・所管施設・設備の被害（道路、河川、下水道）

・急傾斜地の被害

・津久井地区の情報・被害（含簡易水道、市バス、市営住宅）

・相模湖地区の情報・被害（含相模湖駅、駐輪場、市営住宅）

・国県道の被害・支障

・交通規制の状況

・緊急輸送路に関する情報

・協定業者からの情報、問い合わせ、要請
	部内（施設管理者）

被害調査職員

市民（通報）

地域自治区事務所

地域自治区事務所

国、県

警察

県

協定業者

	教育総務部
	・所管施設・設備の被害（含学校施設、給食施設、総合学習センター）
	部内（施設管理者）



	学校教育部
	・児童生徒の罹災、安否

・所管施設・設備の被害（含相模川自然の村野外体験教室、青少年相談センター）
	部内（施設管理者）

市民

部内（施設管理者）

	生涯教育部


	・所管施設・設備の被害（含体育館、水泳場、図書館、公民館）

・文化財の被害
	部内（施設管理者）

部内（施設管理者）

所有者

	消防部
	・所管施設・設備の被害

・被害情報（火災、生き埋め箇所、危険物等の関係分）

・対応状況（消火、救助等の関係分）

・医療機関からの報告・問い合わせ・要請
	部内（施設管理者）

部内（施設管理者）

部内（施設管理者）

医療機関、救急車

	行政委員会部
	・所管施設・設備の被害

・議員からの報告・問い合わせ・要望
	部内（施設管理者）

議員


３．図上演習におけるチェックポイント
相模原市のような中核市の場合、政令市のように強力な区政を敷くことが難しく、各地区毎に設置する予定の現地対策班の体制が整うまでに相当の時間がかかることが予想される。このため初動期から緊急期にかけては、市災害対策本部に被害情報等が集中し、莫大な情報負荷がかかることが予想される。特に最近は通信回線の耐震性が向上し、携帯電話等の無線系通信システムが充実してきたため、被害情報の量は想像を超えるほど多くなる可能性がある。実際、最近の災害事例をみると、初動期や緊急期に平常時通信量の100倍近くの通信が殺到している。同時に地盤が悪く、揺れが大きな所では、倒壊家屋が集中的に発生すると同時に、延焼火災も発生する。これらの激甚被災地区では通信手段も途絶し、情報の空白域となる危険性が高い。

これらのことを考慮し、前節で述べた図上演習では、以下のようなチェックポイントを設けて、被害情報収集マニュアルが有効に機能するかどうかを判定しようと試みた。
1)大量情報の入力と処理体制が十分か
入力のところでパンクするのではないか。特に被害情報をコンピュータに入力する情報処理班のところで情報の重複チェック、誤報のチェックなどを行おうとすると処理に手間取り、入力しきれなくなる恐れがある。
　　2)情報空白域の発見が早期にできるか
被害がもっともひどい地区の発見が遅れ、応急対応の遅れがでる恐れがないか。マニュアルには「情報空白域については、現場に職員を派遣するなど、あらゆる手段を講じて情報を収集すること」とあるが、それを実際にできるか。
　　3)被害の全体像がいつ頃までに把握できるのか
　　　　途中で本部長要請に基づき被害の見通しを出させることにより、災害対策本部がいつの段階で被害の全体像を把握できたかチェックする。
　　4)応急対応の把握はいつ頃にできるのか
災害対策本部では、早急な応急対応が必要とされる、情報空白域や孤立地区の迅速な発見がきわめて重要であるが、そのような地区の早期発見と緊急措置が早い段階で取れるかどうか。
　　5)重複情報の処理がうまくできるか
災害時には同じ被災現場から複数の情報がやや内容を変えて入ってくることが多い。このような重複情報のチェックと確認ができるかどうか、重複情報を状況付与票に含ませてチェックする。
　　6)曖昧情報の処理ができるか
　　　　災害対策本部には、重複情報だけでなく、住所や被害量など情報が一部欠けた、不完全な被害情報も数多く入ってくる。これらの不完全情報の処理がうまくできるかどうか、状況付与票に含ませてチェックする。
　　7)誤情報の発見はできるか
災害時には憶測に基づく誤情報が入ってくることが少なくない。深刻な被害情報が入ってきて、応急対応をとる場合は、確認が必要となるが、そのような確認をすることができるかどうか、状況付与票に誤情報を含ませてチェックする。
　　8)避難勧告・指示の適切な発表
延焼火災や崖崩れの危険地区に対して、迅速に避難勧告・指示を発表することが　できるか、状況付与に入れて、チェックする。
　　9)市役所内での情報の共有化はできるのか
大災害の初動にあっては、状況が時間とともに大きく変動する。災害対策本部にいる職員はこのような状況変化についていけるが、それ以外の場所にいる職員は状況変化についていけず、誤った状況認識をもっていることが少なくない。避難勧告・指示情報等の重要な情報に関して、職員間で情報共有ができているか否か、状況付与票に入れてチェックする。
 　10)ディスターブ情報をスクリーニングできるか
災害対策本部にとってノイズになるような住民の親戚等からの安否問い合わせやマスコミからの取材申し込みを災害対策本部で受けずに、別の対応班で受けることができるか。
 　11)救援目標の設定と担当部門の決定が迅速にできるか
　　対応資源の不足量の推定ができるか、広域応援や自衛隊派遣要請に際して、どのような量の救援を要請するのか、算出できるか、チェックする。
 　12)相互応援協定締結自治体からの支援申し込みに対して具体的に答えられるか
　　　　何を救援してもらうのか、具体的に要請できるか、チェックする。
 　13)医療救護班を派遣したいというボランティア病院や自治体からの申し込みや、ヘリ搬送の必要性についての問い合わせに対してうまく答えられるか
「費用の支払いができないかもしれないがお願いします。」「とりあえず、○○へ来てください」、などと言えるか、チェックする。
 　14)応急対応の記録をとる体制を組めるか
応急対応の記録、特に災害対策本部の対応記録をとることは、単に後に災害報告を作成するために必要なだけでなく、応急対応の漏れを防止し、各班に与えた目標達成を追跡するためにも必要である。そのような体制をとるかどうかチェックする。
 　15)被害情報を共有化するための仕組みはうまく働くか
被害情報共有化のために地図や白板、コンピュータ大画面、庁内グループメール等が使われるが、実際にうまく機能するか、観察する。
 　16)情報入力・伝達用フォーマットは適切か　
被害情報の収集・伝達用に設計されているフォーマット（様式）は実際に住民等から上がってくる情報を記入する上で、使いやすいのか、チェックする。
　以上のようなチェックポイントが反映できるよう、状況付与内容を作成した。しかし、当初、午後２時までの約800件の状況付与票を作成していたが、第１部の訓練に各部での対応があり、訓練時間の早回しができないこと、市の方で状況付与件数を少なくしてほしいとの依頼があり、最終的に、状況付与件数は620件となった。
４．図上演習の実施状況
　以上述べた図上演習を実施した状況は、以下のようであった。

各部・室へ付与された情報及び各部の対応結果は、各部の情報連絡員によって災害受付用紙（３枚綴りのカーボン付きピンクの用紙）に記載され、１枚は各部が保持し、１枚は情報処理室へ、残りの１枚は災害対策事務室へ回され、とりまとめられることになっていた。
災害対策本部室また各部の対応については、以下のようであった。
(1)　消防部

主に119番を通しての情報、一部消防団員、消防署からの情報総計○○件が、付与された。第１部では、消防部に本部を設置したという想定で、図上演習に取り組んだ。その結果は、被害情報収集から、各大隊、消防署の対応として記録されたが、その中には、付与情報のメイキングなども含まれていた。

（例）南台３丁目列車転覆→軽傷者20名（男性10名、女性10名）救助終了
震災時には、各消防署、消防団が独自に活動することになっていることをふまえ、図上演習の中で独自に情報を作っていた節がみられる。
第２部においては、消防部で編成していた訓練本部は解散し、災害対策本部室における対応となったため、情報の収集・伝達が中心となっていた。
「災害対策室」支援員は、「市長の同行」が職員参集訓練における主業務だったが、業務量が少なかったため、第１部で被災状況の地図を作成した。しかし、作成された地図を見る人がほとんどいなかったため、被害の途中までを記載したものの、第２部では、地図作成は行われなかった。
主要な２つのとりまとめ部門の対応は、以下のようであった。

　(1)情報処理室

　情報処理室では、災害対策本部の各部が収集した情報を集め、被害情報や対応情報のすべて（被害情報、各部の対応情報等）を、「防災緊急情報システム」へ入力することになっている。「情報処理室」が入力した情報は、災害対策本部室で「緊急情報システム」で、情報共有できる。状況付与票の総件数620のうち、情報処理室で10時59分までに入力し終えた件数は、137で、全体の22%に留まっていた。その主な原因としては次の３点が挙げられる。

1) 各部入手情報の庁内での伝達遅れ：情報処理室には市民から直接入ってくる情報（119番のあふれ呼）と他の部課から入ってくる情報があるが、もっとも大きな原因のひとつは、他の部からの情報が、なかなか情報処理室に回らなかったことにある。各部に入った情報が情報処理室に回ってくるのに午前7時～8時段階で平均30～40分の時間がかかっている。各部では部内での対応と情報入力に追われ、情報処理室へ対応実施状況等を伝達する間がなかったとみられる。さらに午前9時以降になり各部への付与情報が増え、各部の窓口が混雑し始めると、1時間前後の遅れがみられた。外部からの情報を受ける各部が、情報処理（災害受付用紙への記載）だけでなく、災害対応も実施しなければならなくなったなどで、パンク状態になったためである。

2) 入力対象外の情報が多いこと：情報処理室で入力できる情報が「住所の判明している被害情報」に限られている点にある。基本的に、住所が入っていない情報（たとえば、○○方面何本もの黒い煙が立ち上がっているのがみられる）や要請関係情報（たとえば、自衛隊や緊消隊の要請）、テレビ放送から得られる震度情報などの入力ができない（なされない）。さらに応急対応を考える上できわめて重要な、各病院から送られてくる死傷者情報や避難所等から入手した避難者関係の情報も入力されていない。
3) 被害情報と要請や応急対策状況が一体化した情報の取り扱いが統一的にできないこと：火災に関しては、一定時間が経過すると延焼に伴う避難の必要性等が同時に伝えられるケースが多くなるが、そのような複合情報がシステム上扱いづらい。また、生き埋め・救出関係の情報も同様に生き埋め情報、救出活動状況、行方不明情報、応援要請などが複合された情報が多い。これらの情報は同一箇所から時間の経過とともに次々に更新された情報が入ってくるため、このような更新情報の取り扱いが適切にできないと入力の際に迷うことになる。
その他、情報処理室の記録をみると、時刻が市における最初の情報受信者が受信した時間（覚知時刻）なのか、情報処理室が入手した時間なのか、判然としないケースや住所の誤入力もわずかではあるがみられた。また、誤報や未確認情報については、受付段階での処理が不十分だったこともあるためか、例えば、「列車転覆」とされているだけで、その後の経過情報や打ち消し情報が入っていなかった。
　(2)災害対策事務室
　災害対策事務室は、災害対策本部の応急対策決定を支援する、実務上もっとも重要な役割を果たす部署であり、被害情報や応急対策状況の集約・分析等を行うべき中枢機関であり、すべての情報がここを通過していくことになっている。しかし、総状況付与件数、620のうちここで処理されたとして、時系列事案管理表に記載されたものは98件、15.8%に留まっている。状況付与時間との関係をみると以下のようになる。
· ６時台：状況付与件数＝59件、受け取ったもの（記載された）件数＝26件

　　　　　　伝達（記載）率＝44.1%

· ７時台：状況付与件数＝105件、受け取った件数＝12件

　　　　　　伝達（記載）率＝11.4%

· ８時台：状況付与件数＝125件、受け取った件数＝13件

　　　　　　伝達（記載）率＝10.4%

· ９時台：状況付与件数＝174件、受け取った件数＝27件

　　　　　　伝達（記載）率＝15.5%

· 10時台：状況付与件数＝157件、受け取った件数＝3件

　　　　　　伝達（記載）率＝1.9%　

　このように最初の１時間だけは情報の受け取り率が４割を超えて高いものの、その後は１割台と低く、10時台になると1%台のきわめて低い状況になっている。10時台の情報は演習時間が11時までということが強く影響しているが、各部に付与された情報が災害対策事務室に到達するまでに少なくとも１時間以上もかかっていることを示唆している。

また、地震発生から１時間以内の情報ですら、その過半数（56%）が11時までに災害対策事務局で時系列事案管理表として整理されていないことを考えると、発災初動期の情報共有がいかに難しいのかがわかる。

特に、生き埋め・救助関係情報、出火・延焼関係情報、延焼に伴う避難勧告・指示関係の情報や、病院での死傷者情報という生死にかかわる情報、避難者や避難所関係の情報といったきわめて重要な情報が滞りがちである点も見逃すことができない問題点と言えよう。
さらに情報伝達の過程で付与情報の時刻と受け取った時刻が混同されたり、誤記入と思われるものがあり、情報の確認が難しい事態も起き得ることが危惧された。
災害対策本部から、午前８時段階（発災から約２時間後）と、午前11時（発災から約５時間後）に、相模原市報道提供資料として出されたとりまとめ結果を次に示す。
	平成１８年１１月１４日
相模原市報道提供資料


平成１８年(２００６年)相模原市直下地震（第１報） 

　 

　平成１８年１１月１４日（火）０５時５０分に発生した地震に関し、８時００分現在の被害情報は次のとおりです。 

　 
１　地震の概要

（１）発生日時　　　平成１８年１１月１４日（火）０５時５０分頃

　　・震源地(震央)　神奈川県相模原市直下（北緯３５．６度、東経１３９．４度） 

　　・震源の深さ　　約３０Ｋｍ 

　　・地震の規模　　マグニチュード6.9 

　　・市内最大震度　６強 (市内全域)

２　被害の状況

	人的被害
	住家被害
	建物

火災
	

	死者
	行方

不明者
	負傷者
	全・半壊
	一部破損
	計
	
	

	
	
	重症
	軽症
	
	
	
	
	

	人
	人
	人
	人
	棟
	棟
	棟
	件
	

	５
	６
	０
	２１
	１７
	３２
	４９
	１２
	


 　

【主な被害状況】 　 
＜人的被害＞　

　　　・古淵４丁目・崖崩れにより家屋６棟が埋まる。（人的被害有り）

　　　　　・新戸・崖崩れにより家屋３棟が埋まる。（人的被害有り）　　

○　物的被害（建物・道路等の被害状況）

· 落合トンネルから韮尾根トンネル間崖崩れにより不通

· 小中学校（窓ガラスの破損等）家屋等の損壊（上記のとおり）

　　　　○　その他 
（ライフライン関係）

· 電力：全市で停電中

· ガス：都市ガスは全市で供給停止

· 水道：津久井・相模湖町を除く市全域で断水中（県企業庁が応急給水対応中）
　　　　　（交通機関）

· 市内関連の鉄道（JR・京王・小田急）全線で運行停止

· バスは全線運行停止
　
３　避難の状況

　　避難所の開設状況：５４か所を開設（１００か所中）

　　　　　　　　　　　

４　本市の対応状況

　　０６時１５分　相模原市災害対策本部設置

　　０７時４８分　自衛隊の災害派遣要請

０７時５１分　緊急消防援助隊の派遣要請

	（問い合わせ先）
相模原市災害対策本部

広報班
電話　(04２)754-1111


	平成１８年１１月１４日
相模原市報道提供資料


平成１８年(２００６年)相模原市直下地震（第２報） 

　 

　平成１８年１１月１４日（火）０５時５０分に発生した地震に関し、１０時００分現在の被害情報は次のとおりです。 

　 
１　地震の概要

（１）発生日時　　　平成１８年１１月１４日（火）０５時５０分頃

　　・震源地(震央)　神奈川県相模原市直下（北緯３５．６度、東経１３９．４度） 

　　・震源の深さ　　約３０Ｋｍ 

　　・地震の規模　　マグニチュード6.9 

　　・市内最大震度　６強 (市内全域)

２　被害の状況（１０時００分現在）

	人的被害
	住家被害
	建物

火災
	

	死者
	行方

不明者
	負傷者
	全・半壊
	一部破損
	計
	
	

	
	
	重症
	中等症
	軽症
	
	
	
	
	

	人
	人
	人
	　人
	　人
	棟
	棟
	棟
	件
	

	１２
	１１
	３
	３
	３７
	３６
	４２
	７８
	１４
	


 　

【主な被害状況】 　 
＜人的被害＞　

　　　・南台３丁目で小田急線列車転覆 （軽症者２０人。救出済）

　　　・古淵４丁目・崖崩れにより家屋６棟が埋まる。（人的被害有り）

　　　　　・新戸・崖崩れにより家屋３棟が埋まる。（人的被害有り）　　

＜物的被害＞（建物・道路等の被害状況）

・ 小中学校（窓ガラスの破損等）家屋等の損壊（上記のとおり）

· 落合トンネルから韮尾根トンネル間崖崩れにより不通

· 県道５１３号線南沢端付近で崖崩れ・車両通行不能

· 国道４１３号津久井町青根稲荷付近で崖崩れ・車両通行不能

· 県道厚木愛川津久井線三増トンネル手前で崖崩れ・車両通行不能

＊上記通行止め区間には各土木事務所で通行止看板とバリケード設置済

　　　　○　その他 
（ライフライン関係）

· 電力：（10：10）津久井町・相模湖町全域で電力供給復旧（その他市域は停電中）

· ガス：都市ガスは全市で供給停止

· 水道：津久井・相模湖町を除く市全域で断水中（県企業庁が応急給水対応中）
　　　　　（交通機関）

· 市内関連の鉄道（JR・京王・小田急）全線で運行停止

· バスは全線運行停止

· 国道１６号、１２９号、２４６号で一般車両規制

　３　避難の状況

　　避難所の開設状況：１００か所を開設（全避難所開設済）

　　　　　　　　　　　　

４　本市の対応状況

　　０６時１５分　相模原市災害対策本部設置

　　０７時４８分　自衛隊の災害派遣要請（現在相模大野周辺５か所で救出活動中）

０７時５１分　緊急消防援助隊の派遣要請

０９時１５分　上鶴間・古淵地区の急傾斜地崩壊危険区域に避難勧告を指示

　　

	（問い合わせ先）
相模原市災害対策本部

広報班
電話　(04２)754-1111


発災から約２時間後の午前８時段階での報道提供資料では、地震の概要や人的被害等は、正確に表記されているが、「人的被害」と「物的被害」の区分が不明確となっていた。市の対応状況についても、ほぼマニュアルどおりの対応ができていたことが伺われる。
発災から約５時間後の午前11時段階での報道提供資料では、午前11時段階で発表された警察情報が間に合わなかったため、午前10時段階での警察署発表の死者・行方不明者数となっているなど、情報集約の遅れが生じていることがわかる。また、「列車転覆」の誤情報が確認されないまま、「20名の軽症者が救出」されたことになっているなど、誤報が入り混じっていることがわかる。
(3)その他の部の対応

その他の部の対応については、巻末に示した「参考資料３　神奈川県相模原市図上演習意見交換会議事録」を参照されたい。

(4)　図上演習の評価結果

図上演習終了後に、訓練参加者に記載を求めたアンケート調査結果によると、

・地震災害時の災害対策本部の状況をイメージすることができた。　　　　　44％

・災害対策本部の中での役割を理解できた。　　　　　　　　　　　　　　　53％
といった回答が寄せられており、約半数の職員に対して研修としても有効だったとみられる。自由回答においても、シミュレーション型の訓練の有効性を指摘する意見がみられた。

また、現在の被害情報の収集、処理方法については、

・現在のやり方で実際の地震災害時に被害情報の収集がうまくできると思う。17％
・被害情報のとりまとめ、処理がうまくできると思う。　　　　　　　　　　29％
に示されるように、実際の災害時にも「うまくできる」としている職員は３割もおらず、改善点が発見できたことが示されている。
参考資料４に、訓練に参加した職員41名へのアンケート調査結果（自己評価結果集計）を示しているので、参照されたい。
５．図上演習から明らかになった課題群
　　今回の図上演習を行うことにより、以下に示すような多くの課題が明らかになった。
　　1)大量情報の入力と処理能力の限界
・被害情報のコンピュータシステムへの入力のところ（情報処理室）で遅れが出ることが予想されたが、むしろ消防等の通報案件が多いところでフォーマット（災害受付用紙）への手書き入力が間に合わない状況となった。また、消防部では独自の対応を優先し、「情報処理室」へ情報を回さなかったため、コンピュータ入力作業への負荷は予想より大幅に少なくなり、そこでの遅れはほとんどみられなかった。
・情報が殺到する初動期の消防や土木等の部門などで災害情報を受け付ける要員を増強することが必要かもしれない。
・避難所担当の市民部や病院等を管轄する保健福祉部などでは関係する施設が多数に及び、処理に手間取った。受付人数を大幅に増強する必要がある。
・災害情報受付要員を増強した場合は、情報処理班の入力がパンクする恐れがあり、両者のバランスを考慮した体制の検討が望まれる。
　　2)情報空白域の早期発見困難
・マニュアルにあるような、情報空白域への職員派遣などはすぐにはなされなかった。また、消防からの情報が滞ったことや、道路情報の共有化や地図への落とし込みがなされなかったことなどから、孤立地区の発見も遅れた。情報空白域や孤立地区を早期に発見できるように、地図の改善（縮尺等）や地図への落とし込み方法の改善、共有化、発見方法を工夫することが必要と考えられる。
・災害対策本部内でも地区毎に被害等の情報をとりまとめる担当を決めておいた方が空白域や孤立地区の早期発見には役立つと思われる。
　　3)被害の全体像の早期把握困難／積極的情報収集の努力がみられず
・図上演習では、被害量の把握に重点が置かれ、地区毎の被災度を把握して、全体像を把握しようとする努力が少ないように感じられた。空白域や孤立地区を含め、地区毎の被災度を把握するための担当者の配置及びわかりやすい表示方法（たとえば、地図の色分けなど）を工夫する必要があるのではないか。
・災害対策本部室内で表示される画面は、コントロールパネルにおいて操作員が表示した画面しか見られないという制約があり、情報処理室で入力されても、うまく情報の確認・分析に結びつけられていなかった。
・震度情報や早い段階で入ってくる被害情報に基づき、各地区や施設等の被害を推定し、積極的に被害情報や応急対応の状況を把握しようとする動きがほとんどみられなかった。

・被災度を推定する努力もなされていなかったが、情報分析班や情報総括班といった全体状況を分析・総括する担当を設けることも考えた方がよいのではないか。
　　4)地図の活用が不十分
・被災地図の作成は、当初担当者がおらず、支援班（６名）に作成を指示して後、第１部後半で作成され始めたが、縮尺が適切でないことや、どのように作成したら適切かわからなかったことや、被災地図が活用されなかったことなどを理由に、第２部では地図は作成されなかった。

・相模原市が準備していた地図が小さかったため、被害情報をピンなどで示してもよくわからない状態であった。使える程度の縮尺（現在の地図の数倍）の地図を準備しておく必要がある。
・激甚被災地については、住宅地図程度の一軒一軒が識別できる程度のものが必要になるので、それも別に用意しておくことが望ましい。
・大型画面表示には、情報処理室が入力した被害受付情報（字が小さく、読みにくい）や、被害の数値しか映さなかったが、被災箇所の地図等も映して情報の共有化を図ることができるのではないか。
・（途中で地図作りをやめてしまった）
　　5)誤情報の確認ができない
・重大な被害が発生したという誤情報が入ったときに、情報を確認せず自衛隊の派遣要請を行ってしまったうえ、現場の被害なしを確認した後にも、派遣した自衛隊の再配置を行わなかった。この結果、本当の激甚被災地区への自衛隊派遣が若干遅れる事態となった。
・重大な被害情報を入手した場合は、一定の確認作業を行うようにマニュアルの中に記述する必要がある。
　　6)記録不十分
・災害対策本部の記録をとる体制が必ずしも十分とは言えなかったので、各班毎に記録係を置いたり、記録専門の班を設置するなどの改善を図る必要がある。
・記録係（班）はパソコンに入手情報と決定・指示した対応を時系列的に入力していく必要があるが、できれば事前にフォーマットを準備しておくことが望ましい。
　　7)災害受付用紙のフォーマットが不適切
・災害受付用紙は被害の発生を前提に作られているが、実際の通報には問い合わせや要請といった内容が多く、フォーマットにあてはまらない内容が多いので、改善の必要がある。
　　8)通信手段の不足
・ヘリが着陸するところ（グラウンド等の臨時離発着場）には電話がなく、連絡がつかない。
・電話だと書き取りが大変である上、間違える恐れがあり、施設等からの連絡にはファクスも使えるようにしたらどうか。
　　9)業務量のアンバランス対策の必要性
・実際の災害時にも常に問題になるのが、業務量のアンバランスである。初動期や緊急期にほとんど仕事がない部門がある一方、受付や入力などの情報部門で大幅な人手不足に陥る。
・業務量が膨大になる部門への他部門からの応援態勢を事前に計画化しておく必要がある。もちろん、専門性等が必要な業務への応援は難しいが、被災状況の把握や市民からの情報受付については、簡単なマニュアルさえ準備しておけば、応援できるので、事前に計画を策定しておき、訓練で慣れておくことが望ましい。
 　10)情報の共有化システムが不十分
・相模原市の災害対策本部は馬蹄形に置かれた机に本部連絡員が座り、電話で各部（執務室）等と連絡し、情報を集約し、その結果を大型画面で共有するようになっているが、共有すべき情報が増えてくると、対応が難しい。大型画面には判明した被害量とか、避難勧告・指示情報くらいしか伝えられない。
・各部と地区へ付与された情報をマトリックスで示し、情報を共有しなければならないが、新しく合併された津久井地区へ付与された情報と対応結果がうまく各部に伝達されなかった。

・マス・メディアへの広報活動も含めて、イントラネットなどのネットワークを使って共有化を図る必要がある。そのためのシステムを再構築し、訓練時に使って慣れておく必要がある。
 　11)災害対策本部室の空間配置が非効率的
・相模原市の災害対策本部は、大規模災害となると、機能毎の班が単位となって活動するようになっており、班毎に情報交換や相談を頻繁に行うことが必要となるものと予想される。そのような活動をしやすくするためには班毎にブース（透明の仕切がある小部屋なり、コーナーがある）方式をとることが望ましい。
６．図上演習技法上の問題点
　今回の図上演習では、演習の技法上の問題点もいくつか明らかになった。
1) 各部（演習グループ）毎の時系列事案管理表の問題点

・各部が状況付与票や他の部から受け取った情報やとった対応を正確に記録することが演習後の結果分析に欠かせないが、記録するためのフォーマットである時系列事案管理表に不十分な点があった。

・具体的には情報（状況付与等）を受け取った場合、各部が受け取った時間と原情報の発信時間を分けて記録することや、各部や災害対策事務局が行った対応（情報伝達以外）を別の記録表にまとめることなどがあげられる。
2) 図上演習方法の周知徹底

・参加者に図上演習のやり方について相当しっかりとした周知を図る必要性がある。特に時系列事案管理表の記入方法などについての周知が必要である。
・今回の図上演習は、市が実施を予定していた職員参集訓練に組み合わせることとなったため、相模原市が例年行っている「参集途上での被害情報収集」訓練の延長と考え、付与した情報以外の被害についての対応が一部含まれていたようである。多数の職員が参加する図上演習においては、事前の周知徹底がなされても、実施上の混乱が生じることはやむをえないが、できるだけ異なる訓練は、別に行うことが望まれる。

3) 適切な数の付与情報の検討

・今回は17部（各3人程度）と情報処理室、災害対策事務室、災害対策室の計20グループが参加し、ほぼ5時間の演習時間に対して、620の状況付与件数であったが、各部の情報付与を受ける担当者のところで情報が滞るという事態になり、災害対策事務室が情報不足に陥った。
・実際に大地震が起きれば、今回と同じように、外部からの情報を受け取る担当者のところに電話等が殺到する恐れが十分にあるが、訓練参加者数や、事前に予測した情報の流れから、付与数を制約したところ、各部からの情報が回されないという状況となった。このため、情報処理室や災害対策事務室、災害対策室が殺到する情報をさばく演習も必要と考えられるので、適切な付与件数がどの程度のものかを検討する必要があろう。　

　
参考資料１　時期別、情報種別の情報収集元（源）と収集担当者（表１～２）
表１　初動期の被害情報収集計画（収集項目別、担当者、情報収集元）
	種別
	収集項目
	担当者
	情報収集元

	地震概況
	○震度情報

○地震の概況（震源地、マグニチュード、発生時刻、各地の震度）
	災害対策本部事務局
	職員体感

震度計（設置箇所から電送）

←気象庁

←テレビ・ラジオ

	災害概況速報
	○ 人的被害の発生及びその状況
○ 住家等被害の発生及びその状況

○ 公共施設等の被害の発生状況及びその状況

○ 道路、橋りょう、河川、ブロック塀被害等土木被害の発生及びその状況

○ 地震火災の発生及びその状況
○ がけ崩れ、液状化現象の発生及びその状況

○ 電気、ガス、水道、電話、鉄道、田畑、その他被害の発生及びその状況

○ 学校、病院、清掃施設被害の発生及びその状況

○ その他社会的影響が強いと考えられる事項
＊職員が参集途上において可能な範囲で目視等により把握した被害状況を含む。
	各課・機関の長、部長
電話、携帯電話､ﾌｧｸｼﾐﾘ､防災行政用移動無線､伝令

現地対策班長
電話、携帯電話､ﾌｧｸｼﾐﾘ､防災行政用移動無線､伝令


	←住民､自主防､職員､消防団員

119番､消防分署､市役所一般電話､携帯電話､駆込み

←テレビ・ラジオ
←住民、自主防､職員､消防団員
一般電話､携帯電話､駆込み



	避難所・救護所情報
	○ 避難所、救護所施設の被害状況
○ 避難所、救護所の開設状況
○ 避難者、救護者の概数、措置状況
○ 避難所、救護所の参集職員数
○ その他社会的影響が強いと考えられる事項
	現地対策班←避難所担当職員､救護所担当職員
電話、携帯電話､ﾌｧｸｼﾐﾘ､防災行政用移動無線､伝令
	←住民､自主防
一般電話､携帯電話､駆込み



	現地対策班情報

	○ 避難所・救護所情報を集約して報告（参集職員数を含む）
○ その他、地域における被害情報
	現地対策班長
電話、携帯電話､ﾌｧｸｼﾐﾘ､防災行政用移動無線､伝令
	←避難所担当職員､救護所担当職員､住民､自主防

	職員参集状況報告

	○ 職員参集状況（第１報は発災から１時間後とし、参集人数のみ速報。）

＊避難所及び救護所は「避難所・救護所情報」に含める。
＊現地対策班は、避難所及び救護所の参集職員数は現地対策班情報に含める。
	現地対策班各課・機関の長､部長及び現地対策班長
電話、携帯電話､ﾌｧｸｼﾐﾘ､防災行政用移動無線､伝令
	←職員
直接口頭


	種別
	収集項目
	担当者
	情報収集元

	人的被害
	○ 死亡者数とその状況
○ 重傷者数とその状況
○ 行方不明者数とその状況
○ 軽傷者数とその状況
	各課・機関の長、部長

電話、携帯電話､ﾌｧｸｼﾐﾘ､防災行政用移動無線､伝令
現地対策班
電話、携帯電話､ﾌｧｸｼﾐﾘ､防災行政用移動無線､伝令

	←警察署

←住民、自主防、消防団
119番、消防分署、市役所一般電話、携帯電話、駆込み
←住民、自主防
一般電話､携帯電話､駆込み



	建物被害
	○ 住家、非住家の被害数（全壊、半壊、一部損壊、住家床上浸水、住家床下浸水、その他非住家被害）とその状況

○ 市有施設の被害数とその状況
	←（所管施設）
該当各課・機関の長、部長及び現地対策班長
←（市有財産）
財務部長、建築部長

←（住家等）
財務部長
電話、携帯電話､ﾌｧｸｼﾐﾘ､防災行政用移動無線､伝令
	←住民、自主防、消防団
119番、消防分署、市役所一般電話、携帯電話、駆込み
←職員
一般電話､携帯電話､駆込み



	火災被害

	○ 被害数（建物全焼、建物半焼、建物部分焼、公共建物、危険物、その他）とその状況
	消防長
電話、携帯電話､ﾌｧｸｼﾐﾘ､防災行政用移動無線､伝令
	←住民、自主防、消防団、消防車
119番、消防分署、市役所一般電話、携帯電話、駆込み

	道路被害

	○ 被害区分、被害状況、復旧状況
○ 道路名、通行区分、通行状況、不通箇所、開通見込日時、開通日時
	土木部長
電話、携帯電話､ﾌｧｸｼﾐﾘ､防災行政用移動無線､伝令
	←住民、職員
一般電話､携帯電話､駆込み

←警察署

	橋りょう被害
	○ 橋りょう名、道路名、被害区分、被害状況
○ 被害影響、通行区分、通行状況、開通見込日時
○ 被害復旧情報
	土木部長
電話、携帯電話､ﾌｧｸｼﾐﾘ､防災行政用移動無線､伝令
	←住民、職員
一般電話､携帯電話､駆込み

←警察署

	河川・がけ崩れ・砂防被害
	○ 河川種別、河川名、被害施設、岸区分、被害区分

○ がけ崩れ被害、被害規模、関連被害
○ 砂防被害
	土木部長
電話、携帯電話､ﾌｧｸｼﾐﾘ､防災行政用移動無線､伝令
	←住民、職員

一般電話､携帯電話､駆込み

←警察署

	水道被害

	○ 被害地域、被害累計数、復旧見込日時

○ 被害復旧情報、復旧累計数、復旧日時

○ 施設被害、施設名称、場所被害状況、復旧見込日時、復旧日時
	保健所長
電話、携帯電話､ﾌｧｸｼﾐﾘ､防災行政用移動無線､伝令
	←住民、職員
一般電話､携帯電話､駆込み




	種別
	収集項目
	担当者
	情報収集元

	電話・電気・ガス被害

	○ 被害地域、被害累計数、復旧見込日時

○ 被害復旧情報、復旧累計数、復旧日時、施設被害、施設名称、場所被害状況、復旧見込日時、復旧日時
	←(電話被害)企画部長

←(電気被害)建築部長

←(ガス被害)財務部長
電話、携帯電話､ﾌｧｸｼﾐﾘ､防災行政用移動無線､伝令
	←住民、職員
一般電話､携帯電話､駆込み

←電話会社、東電、東ガス、LPG業者

	鉄道被害

	○ 鉄道路線名、不通箇所、開通見込、被害場所、被害区分、被害状況

○ 被害復旧情報、開通日時、運休本数、影響人員

○ 施設被害、施設場所、被害状況、復旧見込日時、復旧日時
	都市部長
電話、携帯電話､ﾌｧｸｼﾐﾘ､防災行政用移動無線､伝令
	←住民、職員
一般電話､携帯電話､駆込み

←JR、私鉄

	学校・病院・清掃施設被害

	○ 学校被害、学校種別、学校名、所在地

○ 病院被害、病院名、所在地
○ 清掃施設被害、所在地
○ 全壊棟数、半壊棟数、全焼棟数、半焼棟数
	←(学校)管理部長
←(病院)保健福祉部長

←(清掃施設)環境事業部長
電話、携帯電話､ﾌｧｸｼﾐﾘ､防災行政用移動無線､伝令
	←住民、職員、施設管理者
一般電話､携帯電話､駆込み

	その他被害
	○ 被害場所、田、畑（流出・埋没、冠水）

○ ブロック塀被害

○ その他被害
	←（農業）経済部
←（ﾌﾞﾛｯｸ塀被害）土木部長

←（その他被害）各課・機関の長、部長及び現地対策班長
電話、携帯電話､ﾌｧｸｼﾐﾘ､防災行政用移動無線､伝令
	←住民、職員
一般電話､携帯電話､駆込み



	避難所・救護所情報（続報）
	○ 避難所、救護所施設の被害状況
○ 避難所、救護所の開設状況
○ 避難者、救護者の概数、措置状況

○ 避難所、救護所の参集職負数
○ その他
	現地対策班
電話、携帯電話､ﾌｧｸｼﾐﾘ､防災行政用移動無線､伝令
	←避難所担当職員、救護所担当職員
←住民、自主防
一般電話､携帯電話､駆込み



	現地対策班情報

	○ 避難所・救護所情報を集約して報告（参集職員数を含む）
○ その他、地域における被害情報
	現地対策班長
電話、携帯電話､ﾌｧｸｼﾐﾘ､防災行政用移動無線､伝令
	←避難所担当職員、救護所担当職員、住民、自主防

	職員参集状況報告（続報）
	○ 職員参集状況（１時間ごと）
＊避難所及び救護所は「避難所・救護所情報」に含める。
＊現地対策班は、避難所及び救護所の参集職員数を現地対策班情報に含める。

＊全職員の確認が出来た時点で最終報とする。
	各課・機関の長、部長
現地対策班長
電話、携帯電話､ﾌｧｸｼﾐﾘ､防災行政用移動無線､伝令
	←職員


表２　緊急期の被害情報収集マニュアル
	N0
	収集すべき情報
	情報収集元
	担当部局・部署
	対策･対応

	1
	震度情報、被害情報
	個々人の体感､震度計(設置箇所から電送)､気象庁
	本部事務局
	災害対策本部の設置､運営

	2
	各部の対応状況
	各部
	本部事務局
	各部との連絡調整

	3
	震度情報、被害情報、対応状況
	各部､各班等
	本部事務局
	国･県･防災関係機関との連絡調整

	4
	被害情報、対応状況
	各部､各班等
	本部事務局
	本部会議の庶務

	5
	現地対策班の対応状況
	現地対策班､連合自治会
市民､避難者､自主防等
	本部事務局

市民部
	現地対策班との連絡調整

	6
	地震情報、気象情報
	気象台
	本部事務局

消防部
	地震情報､気象情報の収集伝達

	7
	防災行政用移動無線稼働状況
	防災行政用移動無線
	本部事務局
	防災行政用移動無線の運用

	8
	電話、無線等の稼働状況
	電話､無線等
	本部事務局
	非常無線通信の依頼

	9
	被害情報
	市民､職員､消防団員
各部･各班､現地対策班等
	本部事務局
	異常現象の通報

	10
	被害情報、対応状況
	各部･各班､防災関係機関
	本部事務局
	被害状況等のとりまとめ及び災害資料の作成

	11
	被害情報、対応状況
	各部･各班､防災関係機関
	本部事務局
	県への被害及び活動状況の報告

	12
	被害情報、対応状況
	各部･各班､現地対策班等
	本部事務局
	地方公共団体等への応援要請

	13
	被害情報、対応状況
	各部･各班､現地対策班等
	本部事務局
	自衛隊派遣要請

	14
	被害情報
	市民､職員､消防団員
各部･各班､現地対策班等
	本部事務局
	避難の勧告･指示

	15
	各部・班、現地対策班等の要請（被害・対応）
	各部･各班､現地対策班等
	企画部、総務部
	応援派遣要請の受付･連絡調整

	16
	自動放送、避難の勧告・指示、広報文
	各部･各班､現地対策班､災害対策本部員会議等
	企画部、消防部
	防災行政用同報無線(ひばり放送)の運用

	17
	被害情報、対応状況、広報文
	各部･各班､現地対策班､災害対策本部員会議等
	企画部
	災害広報

	18
	被害情報、対応状況
	各部･各班､現地対策班､災害対策本部員会議､報道機関等
	企画部
	報道機関との連絡調整

	19
	被害情報、対応状況、災害救助法の適用等
	各部･各班､現地対策班､災害対策本部員会議
	企画部
	初期問い合わせ窓口の設置･対応

	20
	被害情報、対応状況
	
	企画部
	災害写真等の記録

	21
	被害情報、対応状況、依頼事項（消防部）
	各部･各班､現地対策班､災害対策本部員会議
	企画部
	在日米軍との連絡調整

	22
	外国人の被災状況
	外国人､周辺の人々､通訳､ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ
	企画部
	災害弱者(外国人に限る)の支援対策

	23
	情報通信被害、代替設備等
	情報通信機関
	企画部
	情報通信機関との連絡調整

	24
	緊急物資要請、充足状況
	各部･各班､現地対策班
	企画部
	航空運送事業者との連絡調整等

	25
	本部長等の登庁状況
	本部長､秘書等
	総務部
	本部長等の登庁支援及び秘書

	26
	職員参集状況
	職員､各部
	総務部
	職員の動員調整

	27
	ロジスティックニーズ
	各部･各班､現地対策班
	総務部
	活動要員へ支援等

	28
	職員参集状況、職員・家族安否
	各部･各班､現地対策班
	総務部
	職員の安否確認

	29
	人的要員ニーズ
	各部･各班､現地対策班
	総務部
	派遣職員の調整

	30
	放射性物質の被害状況
	放射性物質取扱事業所､住民
	総務部
	放射性物質取扱事業所との連絡調整等

	31
	重要施設被害・被災者の避難先
	各部､現地対策班
	財務部
	加入電話の確保･運用

	32
	住家等の被害状況
	市民､職員､消防団員
各部･各班､現地対策班等
	財務部
	住家等の被害調査

	33
	市有建物の被害状況
	各部･各班､現地対策班
	財務部
	市有建物の被害調査

	34
	ニーズ、資機材等の確保状況
	各部･各班､現地対策班
	財務部
	派遣に要する資器材､食料､車両等の調達

	35
	ニーズ、車両・燃料等の確保状況
	各部･各班､現地対策班
	財務部、環境事業部
	車両･燃料の確保及び配車

	36
	ヘリコプター臨時離着陸場の被害、処置状況
	財務部
	財務部
	ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰ臨時離着陸場の管理

	37
	道路被害、道路啓開、緊急交通路の確保状況
	赤十字社､輸送機関､流通業者
	財務部
	緊急通行車両の確認手続き

	38
	ガス設備被害、供給状況
	東京ｶﾞｽ､LPG業者
	財務部
	都市ｶﾞｽ･ｴﾙﾋﾟｰｶﾞｽ供給機関との連絡調整

	39
	負傷者情報、医療機関被害
	病院､診療所､医師会
	保健福祉部
	医療救護の全体調整

	40
	救護所の被害、開設状況
	医師会､避難所管理職員､住民､自主防､現地対策班
	保健福祉部
	救護所の開設･運営

	41
	ニーズ、医薬品等の確保状況
	病院､診療所､医師会
	保健福祉部
	医薬品等の調達

	42
	負傷者情報、医療機関対応状況
	病院､診療所､医師会､住民､自主防､現地対策班
	保健福祉部
	医療機関等との連絡調整並びに医療情報の収集

	43
	死者情報、遺体設置場所確保
	病院､診療所､医師会､住民､自主防､現地対策班
	保健福祉部
	遺体の収容､一時保存

	44
	災害弱者被災状況
	住民､災害弱者､自主防
	保健福祉部
	災害弱者(外国人を除く)の支援対策

	45
	ボランティアセンター開設状況
	ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ､施設管理者
	保健福祉部
	防災ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰとの連絡調整

	46
	被害情報
	災害対策本部事務局
	保健福祉部
	災害救助法の適用申請

	48
	水道被害とニーズ
	住民､自主防､現地対策班
	保健所部
	神奈川県企業庁水道局との連絡調整､飲料水輸送に係る協定締結団体等との連絡調整､飲料水の供給

	50
	衛生管理・健康管理
	住民､自主防､現地対策班
	保健所部
	健康危機管理の実施及び総合調整

	51
	自主防災組織（自治会等）の活動状況
	住民､自主防､現地対策班
	市民部
	自主防災組織(自治会等)との連絡調整

	52
	被害発生状況
	住民､自主防､消防団員､消防署､現地対策班
	市民部、
消防部
	避難誘導

	53
	避難状況
	住民､自主防､現地対策班
	市民部
	避難所の開設･運営､避難所情報の収集･仕分け

	55
	被災者数
	住民､自主防､現地対策班
	経済部
	食料に係る協定締結団体等との連絡調整､食料の調達及び輸送

	57
	被災者数
	住民､自主防､現地対策班
	経済部
	生活必需物資に係る協定締結団体等との連絡調整､生活必需物資の調達及び輸送

	59
	有害な化学物質の被害情報
	施設管理者､住民､警察署
	環境保全部
	有害な化学物質に関する調査

	60
	被災者数、仮設トイレ設置状況
	住民､職員等
	環境事業部
	し尿の収集･処理

	61
	交通機関等の被害状況、復旧見込み情報
	住民､消防団､消防分署､警察署等
	都市部
	交通関係機関との連絡調整

	62
	相模大野駅周辺被害情報
	住民､職員
	都市部
	相模大野駅前における混乱防止対策

	63
	建築物（災害対策拠点施設）の被害情報
	施設管理者
	建築部
	建築物(災害対策拠点施設)の応急危険度判定

	64
	電力の被害状況、復旧見込み情報
	住民､消防団､消防分署
	建築部
	電力供給機関との連絡調整

	65
	道路被害、道路啓開、緊急交通路の確保状況
	住民､消防団､消防分署､警察署等
	土木部、
消防部
	緊急輸送路の確保(道路啓開)

	66
	道路被害、危険箇所の情報
	住民､消防団､消防分署､警察署等
	土木部
	交通規制に係る警察署との連絡調整

	67
	下水道施設被害
	住民､消防団､消防分署､警察署等
	土木部
	下水道施設の応急対策

	68
	浸水被害状況
	住民､消防団､消防分署､警察署等
	土木部
	浸水被害警戒地域の災害対策

	69
	危険箇所の情報
	住民､消防団､消防分署､警察署等
	土木部
	急傾斜地指定箇所の災害対策

	70
	児童、生徒の安否
	学校､児童･生徒の保護者
	学校教育部
	児童､生徒の安全確保

	71
	施設利用者の安否
	施設管理者
	生涯学習部
	施設利用者の安全確保

	72
	消防無線の被害
	消防団､消防分署
	消防部
	消防無線の運用､ｱﾏﾁｭｱ無線局への依頼

	73
	火災発生箇所
	住民､消防団､消防分署､警察署等
	消防部
	消火活動

	75
	火災、救出箇所発生状況
	住民､消防団､消防分署､警察署等
	消防部
	消防応援部隊の要請･運用

	76
	火災、救出箇所発生状況
	住民､消防団､消防分署､警察署等
	消防部
	消防団の指揮･運用

	77
	救出箇所発生状況
	住民､消防団､消防分署､警察署等
	消防部
	救出･救助活動､救出･救助の要請情報の集約､各救出隊との連絡調整

	80
	行方不明者情報
	住民､警察署等
	消防部
	行方不明者･遺体の捜索

	81
	危険物等の被害発生状況
	危険物事業者､住民等
	消防部
	危険物等の災害防止

	82
	市議会情報
	市議会議員
	行政委員会部
	市議会議員との連絡調整


参考資料２　災害時に使用する情報フォーマット
　
相模原市応急対策マニュアルでは、すべての個別情報を受信した部課がカーボン用紙３枚組の災害受付用紙（表３）に記載し、自分の部課に1枚を残し、情報処理室に1枚、災害対策事務室に1枚を渡すことになっている。それを情報種別に定められた様式に取りまとめ、災害対策本部会議等での意思決定等の参考にする。
表３　災害受付用紙（３枚セット　カーボンコピー）
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参考資料３　神奈川県相模原市図上演習意見交換会議事録

（司会）今日各部で対応していただいて、それぞれいろいろなご意見等もあるかと思いますので、これから企画部さんのほうから一言ずつ、なければないで結構ですが、よろしくお願いします。

（企画部　情報所）企画部情報所から一言有ります。今回の対応につきまして、特に米陸軍、司令部に対する対応等、自衛隊との関係でどのような対応で動けばよいのか、その時間軸についてちょっと悩みがあったかと感じました。それと、管理施設、小学校等の対応なのですが、近くの大型公園等への避難誘導などにつきまして、対策職員が避難を図るときにボランティアさんの助け、その辺のボランティアの対応や、その辺の派遣体制についても少し考えていきたいかなと感じました。以上です。

（司会）はい、ありがとうございました。次、総務部お願いします。

（総務部）総務部は災害対策活動用の物資の確認ですとか職員の参集状況の集計が主なものとなっていますが、もうちょっと職員の参集状況の集計等を早くできる方法などを考えていきたいと感じました。

（司会）はい、ありがとうございました。次、財務部お願いします。

（財務部）担当しますヘリコプターの臨時着陸場の使用可能の確認ですが、電話連絡が付くところはすぐ確認が取れましたが、電話が置いていないグラウンド等の確認に時間がかかりました。それから、各部内の各課においての担当事務については、迅速に対応はできたと考えております。以上です。

（司会）はい、それでは保健福祉部よろしくお願いします。

（保健福祉部）保健福祉部です。所管する施設が、かなり被害を受けているので、数が多く情報が入って、その処理が非常に手間取りました。３人体制で始めましたが、処理が追いつかないという状況でした。それ以外に、避難所、救護所関係の要望、あと各病院の要望、それらが、それぞれ数が１件ずつ、非常に大量の数がいっぺんに寄せられたため、事務処理が追いつかないような状況でした。それらを踏まえまして非常に感じたことは、訪問連絡員などの対応、態勢なども今後考えていきたいと感じました。以上です。

（司会）はい、ありがとうございました。次、保健所部をお願いします。

（保健所部）保健所部は給水の関係ですが、県の企業庁の方で、今回についても水が確保できる、ということでした。これはこちらの管轄ではなくて、速やかに対応できるような形で、保健所と県の企業庁の方で連絡をとって、すぐ動けるよう今後検討していきたいと思っています。あと、保健所部ではないのですが、保健福祉部と市民部は、かなり件数が多いですね。たぶん実際になった時には、もう少し人数が多くなって、あるいはまた受けるほうも１つの電話ではなく、３本くらいの電話になるかと思うのですが、その辺の連絡上の体制などを、もうちょっと考えてもらった方がよいかと思います。あと、いわゆる対応をお願いするときに今電話でやっていますが、やはり、電話でいきなりやらず、FAXを置いて、常時流せるような形でやったほうがいいのかと個人的に思いました。以上です。

（司会）はい、ありがとうございました。次、市民部お願いします。
（市民部）市民部は現地対策業務をやるということで、その中の避難所、救護所等への報告をしなければならない。避難所への避難者数、救護所に対して、また、その後の対応。電話を何しろずっとしているような状況で、なかなか時系列に管理表に書けない状況などもいろいろあり、急遽これをお願いした次第ですが、数が多いということで、なかなか時間的な報告、決められた報告の中でやらなくてはいけないこともあるのですが、あとで集計するというのは大変なことでして、ある程度、決められた時間の中で、報告を絶えずするというのもなかなか難しいのかもしれません。こちらのほうで催促したとしても、現地の要所とかいろいろなところで情報を集めてということになるので、その辺のところを今後どうしたらよいかが一つの課題です。情報を速やかに流すために、いろいろな形でやらないと難しいということです。

（司会）はい、ありがとうございました。次、経済部お願いします。

（経済部）今日の訓練の内容ですと、対外物資の応援隊ですね。相手方の団体等々の情勢を十分に知っておかなければいけないのかなと感じました。また経済部の施設につきましては、合併後、相当市内にてんでに散らばるということと、そこに管理者が居たり居なかったりというところがあるので、災害状況の把握等については今後、非常に課題があったと感じました。以上です。

（司会）はい、ありがとうございました。次、環境保全部お願いします。

（環境保全部）環境保全部です。今日は３件という状況付与で、確かに対応できましたが、現実的には市内の主要なすべての施設を抱えておりますし、実際に大規模な地震が起きた場合に、現場対応に追われるようになると思いますので、そういったときの対応を考えておかなければならないと思います。

（司会）はい。次、環境事業部です。

（環境事業部）環境事業部です。今回の訓練についての意見というわけではないのですが、環境事業部については発災後、し尿の汲み取りとかゴミの収集をいかにやっていくかというところが大きな課題となりますので、今後、指定地域についても、し尿汲み取りの手配とか仮置き場の確保、こういった点について話を進めていかなければならないと思います。以上です。

（司会）はい、ありがとうございました。次、都市部お願いします。

（都市部）交通関係機関の連絡調整及び自動車駐車場及び駐輪場等の対応につきましては、電話連絡等はわりとスムーズにできるのかと思ったのですが、状況付与の中で、やはり相模大野の駅前混雑という話が出てきたのですが、私ども部でもっている要綱が、東海地震警戒宣言発令から地震までという要綱の中で、今のところ考えております。やはり発災後の駅前混乱につきましても対策を練った中で、この要綱等の改定等を検討していく必要があるのかなと感じました。以上です。

（司会）ありがとうございました。次、建築部お願いします。

（建築部）建築部につきましては、部の情報所、あと建築部の各課との情報収集ですね。かなり綿密に練りましたので、内容としてはうまくいったのではないかと思います。あと、課題としては、応急危険度判定士。建物の被害等の発生した場合に、市内全域をクリアしていかなければならない。危険度判定士も専門的な建築士さんがやっていますので、今後の課題としては来年度以降、旧４町のエリアをどのようにクリアしていくのかという部分が課題となってくると思います。あと、書く用紙がかなりありまして、付与された連絡を見ながらまた書く書類が必要という中で、もう少し1枚の書類で対応できるような形にしてもらうと楽になります。以上です。

（司会）ありがとうございました。次、土木部お願いします。

（土木部）保健所関係の情報がかなり多く、資料の関係がかなり少ない状況でしたので、保健所自体の情報でこれだけの件数が出て、これに資料が合わさったなかですと、とても対応できる状況ではないなという感じがしましたので、この辺、今後どうしたらよいかというのを検討したいと思います。

（司会）教育総務部お願いします。

（教育総務部）教育総務部です。今日の想定では、避難所となっています学校教育施設の被害状況の調査が主なところだと思いますが、こちらにつきましては、避難所担当の市民部とか、応急危険度判定の建築部と連携して、避難所で大きな被害のありました、屋根が落下をした体育館等については早急に派遣して対応できたと考えています。今後の課題としては教育施設が100箇所以上ありますので、この情報の集約、いかにまとめて被害状況から現場に応じた対応ができるかと、情報の収集と対応が課題となると考えています。以上です。

（司会）次、学校教育部お願いします。

（学校教育部）今日は沢山の状況付与票が回りまして、情報の処理がしきれていないという所があります。実際の時にはもっと多いかと。今、教育総務部からありましたとおり、100施設を抱えていますので、そこから全部来るとなると、その処理をするだけでも時間がかかって、その他の対応に遅れを生じてはいけないと思いますので、その辺をどうすればよいかという課題が１つ目。２つ目ですが、施設だけでなく、そこの職員、先生、それから子供、児童、生徒の把握をしていかなければならないので、それにはかなり時間がかかるのではないかと感じました。それからあと、今日は発災が６時、５時ということだったので、登校してないのですが、これが時間によってはかなり被害が大きくなったり、処理の対応が変わってくるのではないか、その辺をシュミレーションしながらやっていかなければならないのではないかと。最後に、他から状況調査が入ってきたのですが、県からおそらく状況調査が入ってくるのではないか。いろいろなところから入ってくる状況調査に一々対応するのでは、そのための時間が割かれてしまうと思いますので、状況調査等、いろいろなところから入ってくるのを１本化して、１つ流せばすべてに通じるよう、システムとして何か統一して頂きたいと思います。

（司会）ありがとうございました。生涯学習部お願いします。

（生涯学習部）生涯学習部の施設につきましても、社会教育施設、社会体育施設とかなり多くありまして、それらの被害の中では、今日もかなり状況付与があったのですが、情報の処理ができきらないという印象がありました。それからあと、現場の対応で、スポーツ関連施設などは、現地に職員を派遣して、現地の状況の確認等、対応をしなければいけないということもありまして、実際に数カ所まとめてあった対応というのが今後の課題かということです。

（司会）消防部お願いします。

（消防部）消防部も状況付与が大量に来まして、今回の訓練では、現在まだ処理し切れていません。ですので、時系列管理表で管理しながら消防部や警防本部に情報を流すのですが、時系列管理表のもう少し簡素化をお願いしたいと思います。あと、部内のことですが、消防部の部内での対応結果、報告をまだいただいていないので、反省点はまだ分かっておりません。あと、自衛隊と緊急援助隊の派遣要請を今回かけたのですが、その対応の窓口をちょっと確認していただいた方が良いと思いました。

（司会）次、行政委員会部
（行政委員会部）行政委員会部ですが、中心的には、議員等への情報伝達が主な事務になります。こちらについては、情報伝達体制については整えているところですが、１つ課題として認識していますのは、ライフラインが寸断したときです。そういった際に、着実に個々の議員さん等へ伝達すべき情報が発生した場合に、今の、最終的には職員が手持ちで持って行くということも考えるのかなと思うのですが、その際に、これから現在合併の関係でエリアがどんどん広がってきます。そういう所への対応をどう取るかというのが課題になるのかなと思います。以上です。

（司会）一応、各部からそれぞれ意見を頂きました。コントロール側と私の方からの反省点ですが、私、今回、状況付与を与える係ということでやらせていただいたのですが、私はそもそも災対本部の事務局員ということで、今回、正面にあるテーブルの上に地図等ご用意いたしましたが、なかなか地図の使い方が見えなくて、これだけの情報が、今日あわせて600何件出ていると思うのですが、それだけの情報が出ると、すべてそれを地図上に落とすのは非常に難しい話かということで、やはり重要であるか否かということのまず判断だと思うのですね。重要施設、要は公共施設といった所や、人的被害が及んでいるところ、それから火災。この辺の所を絞ってやっていけばよいのかなということで、建物に亀裂が入ったとか、その辺のことは、後から各部から報告を頂く程度で緊急性を要しないかと。今日は等速の時間でやりましたので、この時間ですとほとんどが初動対応ということなので、基本的には土木部とか消防部、その辺の対応が非常に、今回も実際にそうだったのですけれども盛りだくさんだったのかなということで、その辺がコントローラーとしては、事務局員として反省点なのかなということです。以上です。

（司会）情報処理室の方、何かございましたら。

（情報処理室）２階の情報処理室につきましては、９台パソコンを立ち上げまして、８台で入力をいたしました。10時までで30件ということで、これは災害情報だけを入力しましたので。今回の課題としては、情報処理室の方へ災害情報以外の情報も相当数来まして、その辺の流れを今後どうするのかなというのがありました。以上です。

（司会）それでは、本部班ということで本部職員課班の方から何かありますか。

（職員課班）職員課班につきましては、職員の参集状況の報告を各部からいただくわけですがも、先ほども総務部の方からも発表がありました通り、各部によって報告の時間がまちまちということがあります。大体、人数が多いところは遅いような結果になってしまっていますので、そういったところが今後の検討課題となっています。

（司会）財務課班お願いします。

（財務課班）財務課班は、いわゆる災害時の財源の確保が担当ですが、災害が起きたと同時に、問題は特に人命救助の部分になってくると思います。それが終わった後に、財源といったところの確保をしていくということで、そこら辺は、どのような連絡体制を取るか、それだけの課題になると思います。

（司会）広報課班お願いします。

（広報課班）広報課班については、各初動機関への対応ですとか、リリース側の対応になるわけですが、今日の訓練で行きますと、８時に来ている情報が大変錯綜しまして、大変作成が遅れたというのがございます。どこからどのような情報が出てくるのかということがまだしっかりと把握できていなかったというのが大きな課題だと思いますので、今後は、事務局で、何処にどういう時点でシェアするか、あるいは、全面的に何処に何時までにどのようなことを、通達する方法ですとかを明文化していく必要があるのかなと考えております。

（司会）それでは災対本部の災対室の方から何かご意見がありましたら。

（災害対策本部災害対策室）今回初めてこのような図上訓練を実施したわけですが、まあ初めてですから戸惑いや、各課各部の皆さん、色々なご意見を今いただきました。やはり、実際の災害時には予想外のこと、日頃、災害対策本部でしている災害対策本部の運営訓練のようにはいきません。このような訓練を続けていって、実際災害時が起きたときにはスムーズに対応できるよう、今後ともこのような訓練を、今度は上層部も含めて実施していきたいと考えております。皆様が出した課題、あるいは意見等については、今後、やはり訓練を実施していく上で、それを改善していくような考え方を各部においても出していかなければいけないし、事務局の方でも考えていかなければいけないと考えております。以上です。

（司会）それでは今回の状況付与、この訓練に係わって協力をいただきました防災＆情報研究所の方から、今回の状況付与等の主旨をご説明いただきます。

（防災＆情報研究所　坂本）防災＆情報研究所の坂本です。講評につきましては吉井先生の方からお話しいただき、私の方からは今回の被害設定あるいは状況付与をどのように設定したかということをご説明いたします。

今回の設定は、相模原市南部の直下地震マグニチュード６．９という形で設定しました。震度分布は、基本的には南部が６強、北部が６弱という設定にしました。それで、被害も基本的には南部、相模大野辺りを中心に被害が集中し、北の方へ行くほど、比較的被害は軽微になるというような形です。ただ、当然、北部などでも火災なども起きていますし、建物倒壊なども起きてはいるのですが、密度的に見ますと、断然、南部の方が多いということになると思います。細かい設定につきましては、私の事務局の方で作りました地図を用意しております。こちらの方の地図は市有施設の被害位置、こちらの方の地図が火災や救出現場、道路障害等の位置となっておりますので、後でお時間があれば見ていただきたいと思います。

今回の設定ですが、火災が15件、救助箇所が42件設定しています。火災は、そのうち２件が延焼火災になっており、延焼火災は消えないまま、どんどんと燃え広がっていく。これは南部の方です。

救出現場も、11時までの状況ですので、余り状況はわかっておりません。ただ、42箇所全部の生き埋め人数等は状況付与として出していますので、全体の状況等はわかる。ただ、上鶴間１丁目の現場につきましては、住民情報や、救出要請はあるのですが、まだ具体的な情報は入っていない、いわゆる情報空白の地域として設定しており、全部で42件あります。

その他、重要案件としては、工場からの重油とかLPガスの漏洩とかも設定しています。それから、病院関係とか救護所について、かなり状況付与数は沢山あり申し訳なかったのですが、病院毎にまとめるかまとめないか迷ったところもありますが、結局たぶん、１件１件の対応になるだろうということで、病院は１件１件から負傷者の内容、状況について設定させていただきました。相模原は、ただでさえ病院の多い地域ですので、たぶん現実の状況でもそういう形になるかと思います。それで、実際には10時現在で、120人ほどの重症者、来院負傷者数も1,250人程度が実は出ております。たぶんちょっと情報が錯綜しているのかと思います。

その他、今回は一応、救護所が設置されるということで、特に被害の大きい地域の小学校の救護所については、負傷者が集まっているという情報も入れています。ただし、病院の設定としましては、お医者さんがなかなか救護所に来られず、救護所の方から、早く医師・看護師をよこしてくれという、管理者あるいは住民からの要請というのも一応入れていました。

あと、建物被害で市有建物関係につきましては、特に大きな被害は出していません。ただ、途中で市民部とか災対本部の方はお聞きしたと思いますけれども、一部、避難所となる体育館の床が崩れて避難できないという状況で、それで校舎の方に避難させるという設定を入れております。

道路状況につきましては、先ほども言いましたように、県、国道事務所で市道の把握ができないということと、たぶん市道を入れるとこの何倍にもなるという形になってしまいますので、主な橋だけを少し落としているような形にしています。

それから、津久井、相模湖に関しましては、実は孤立地区を２箇所設定しておりまして、地図に道路状況などを落としていきますと相模湖の方で１箇所、それから津久井の方で１箇所、孤立して周りからアクセスできない所を実は設定していました。特に津久井の方からは、ここから負傷者を運びたいという要請の状況付与を入れました。

その他の案件で一番多かったのは、１つは米軍関係をちょっと入れさせてもらっています。それから、崖崩れの恐れがある所、これに関しては避難指示・勧告を出されていたと思います。あと、小田急の列車についても、これは転覆はしていなくて脱線のみとしており、いわゆる誤情報でした。

それから相模大野駅、JR橋本駅には若干、乗客トラブルが起きているという形にしています。

今回は、朝の６時発災ということでしたので、１つは学校での児童生徒の被害を設定していません。たぶん、これを設定すると、今度は児童生徒の安否の話が出てくると思います。あと、若干、相模大野とか橋本駅で乗客トラブルがという言い方をしましたが、これが昼間だと帰宅困難者問題、あるいは駅内の混乱の問題、あるいは列車につきましてももっと本数が多く走っていますので、それこそ脱線転覆の話が出てくるということで、昼間の状況になりますと、被害、いわゆる視点がいろいろズレてくることがありますが、今回は６時発災ということで、比較的、そういう人の動きに関しての色々な問題はないが、被害を自宅で受けられた方の被害がどんどんと増えていくという形にさせていただいています。全体状況につきましては、後で地図を見ていただいて、それぞれの方が把握したものと合っているかどうかを見ていただければと思います。私の方からは以上です。

（司会）最後に今回の訓練は、東京経済大学の吉井教授が、市町村における災害情報の伝達、その辺の研究をされておりまして、その一環として今回相模原市の訓練にご協力いただきました。吉井先生の方から講評をいただきたいと思います。よろしくお願いします。

（東京経済大学教授　吉井）東京経済大学の吉井でございます。皆さんをこういう苦労に遭わせた張本人でございまして、図上演習ということでご協力いただきました。どうもありがとうございました。災害というのは突然課される試験のようなものですね。それで、その試験の内容は、どういう風にすればよいのかというのは、全部、地域防災計画に書かれている。ですから、そういう意味では、地域防災計画をどの程度、皆さん身につけているかということ、あるいはその欠陥、弱点はどこにあるかというのを、こういう、いわば図上演習とは模擬試験のようなものですから、模擬試験で少しチェックをしてその後修正をしていくというのがこの狙いであるわけです。

それで、私が相模原という所を見たときに、災害対応では非常に大変な所だと、おそらく全国的に見ても一番大変な所だと。というのはもっと大きくなると出張所とか、そういう所がかなり力を付けて、そこで色々な対応もできるわけですが、この相模原ぐらいの70万とかそういう規模の都市ですと、全部、災対本部でやらなければならない。先ほど、100箇所ぐらい施設があるという話がありましたけれども、その１つずつが全部ここに入ってくるということです。そういう意味で、非常に出張所の対応能力は弱いのだけれど、そこを含めて全部、災対本部でやらなければならないという大変厳しい状況があるのだろうと思います。それで付与情報、今日は600件ということですが、おそらく本番はこんな数ではない。相模原は地盤がよいですから通信回線は生きている可能性が非常に高いです。携帯も生きている可能性が高いです。そうすると情報がものすごい勢いで入ってきます。消防に入ってきたものを例にとりますと、過去の中越地震でも、長岡市で普段の70倍ぐらい入ってきています。ですから100倍ぐらいの情報負荷があるということです。その大量の情報の中には、いろいろな情報が入っており、その情報を仕分けていかないと駄目だということ。おそらく、100倍ぐらい、１万件ぐらい１日で処理しなければならないという状況を私は想定しております。

それで、そういう情報が、皆さんお感じになっていると思いますけれども、ものすごく集中する部とほとんど入ってこない部とあるわけです。非常に職員間の業務アンバランスが激しい訳です。そういう中でパンクしている部が幾つか出てきますが、そういう部を、実はなかなか応援できないのです。本当は我々研究者の側で提案しているのは、二重の役割をしてくれと、暇なところは忙しいところをバックアップするようにしてくれということですけれども、なかなか、それを計画でやってくれるところがないというのが実情です。

それから、情報の中には、大量の情報だけでなくて、不確実な情報、誤報、重複情報、それからどうでもよいような、例えば、北海道から相模原の親戚の方に連絡が付かないのだけれども何とかしてくれとか、これはノイズ情報といいますけれども、ノイズの情報もたくさん入ってきます。そういう様々な情報をどうやって処理していくか、ということが極めて重要になるわけですが、初動で混乱するとその影響がずっと続いてしまいます。追われて次々に起こる状況に対して対応するだけで精一杯。そういう状況になってくると思います。

その辺を、ある意味、模擬試験といわれるようなこの図上演習をくり返すことによって身につけていただきたいと思っております。その他にも、先ほど防災＆情報研究所の方からもありましたが、情報が入ってこないところ、これは被害が多くて入ってこないところが多いのです。被害の軽いところはどんどん入ってきます。それに対して、被害の重いところは入ってこない。今回もそういう設定をしていたのですけれども、そこに対して集中的に調査をかけるとか、そういうところまでまだいっていなかったようです。それから、孤立地区についても把握する努力というものが早期の段階で必要なのですが、この辺も課題として残っているのではないかと思います。それから、先ほどの記者発表の情報の集約を見ますと、いろいろ欠落しているところとか、あるいは誤報が修正されていないとかという問題がありますけれども、そういう意味で、情報の共有というのはものすごく難しいのです。ここにいる人の中でもおそらく情報共有ができていなくて、そんな情報があったのか、どこへ行ったのだ、ということがあったろうと思います。その辺は後で我々の方が精査をしまして、どういうことがここで起きたのか。どういう課題があるのかという事を含めて、今後の図上演習のやり方そのものについても反省点があるのですが、初動態勢の特に情報の収集・処理というところで、どういう課題が相模原にあるのかということをまとめたいと思いますので、またその時には何らかの形でフィードバックをしたいと思っております。

今後の図上演習のやり方についてですと、例えば、今日は災対本部であらゆる情報を集めたのですが、本当は各部ごと、あるいは各機能ごとに、少し小規模の図上演習をやっていただいて、その上でこういう全体的な図上演習をやるというのが理想です。その辺も含めて、今後、是非、こういう図上演習をくり返していただいて、地域防災計画を身につける、実践的な地域防災計画あるいはマニュアルにしていくという努力をされるよう切にお願いしまして、講評とさせていただきます。

どうもありがとうございました。

（司会）ありがとうございました。

（災害対策本部災害対策室　部長）今、防災＆情報研究所、あるいは吉井先生の方からいろいろなご示唆を頂きました。

確かに情報の収集、あるいは本部の方でも、先ほど孤立地区の話はここで相談をして、津久井の地域調整課の方に連絡を取ったのですが、向こうではそういうものはないということでしたので、まあいいのかなということで、自衛隊のヘリコプターか何かの応援要請をするのかなという話をしたのですが、結果的には、そのような形になりました。今、先生のお話のように、やはり、もう１度、情報付与の時間的な、時系列的なものを各部にどんなものがいったのか、一覧表を出して頂いて、各部においてやはり自分の方で情報の取捨選択、重要なもの、軽いものを振り分けた中でどうやっていくのか。それから後、本日は初めてでしたので、通常、応援態勢、各部においても、それぞれ自分の所管する課以外に、各部の部内の応援もあります。ですから、現実的にはそういうものを駆使してやっていかなければいけないのですが、今日は限られた人数の中でということでしたので、まあこんな結果になってしまいました。

先生の言われるように、先ほど申し上げた通り、このような訓練をやはり順次やっていきながら、実際の災害が起きたときに迅速な対応が図れるよう訓練を進め、間違いの無いようにやっていきたいと思います。また、来年には、城山・藤野と合併しますし、さらに地域が大きくなる、あるいは人口も増える、そういう形の中で、災害はいつ起きるか分かりませんので、それぞれの部でさらなる訓練を実施して頂き、対応を考えて頂ければと思っております。
参考資料４　相模原市図上演習結果の評価
平成18年11月14日実施

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東京経済大学吉井研究室

○あなたは、図上演習のどの部分に参加されましたか。参加された部分に○印をつけてください。(n=41)

１．第１部（　時　　分頃～　時　　分頃）　２．第２部（　時　　分頃～　時　　分頃）
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	調査数
	第１部・
第２部とも参加
	第１部のみ参加
	第２部のみ参加
	無回答

	総計
	41
	21
	7
	5
	8

	本部連絡員
	10
	4
	0
	0
	6

	部対策所
	17
	7
	4
	4
	2

	情報処理室
	8
	4
	3
	1
	0

	災害対策室
	6
	6
	0
	0
	0


○あなたが担当された役割を記入してください。(n=41)　　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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本部連絡員

24.4%

部対策所

41.5%

情報処理室

19.5%

災害対策室

14.6%


	調

査

数
	本部連絡員
	部対策所
	情報処理室
	災害対策室

	41
	10
	17
	8
	6


Q１．今回の図上演習を通じて、地震災害時に災害対策本部がどのような状況になるか、イメージすることができましたか。(n=41)
　1.大いにイメージできた　2.イメージできた　
3.多少イメージできた　4.イメージできなかった
[image: image6.emf] 

イメージで

きた

36.6%

多少イメー

ジできた

48.8%

無回答

2.4%

イメージで

きなかった

4.9%

大いにイ

メージでき

た

7.3%


	
	調査数
	大いにイメージできた
	イメージできた
	多少イメージできた
	イメージできなかった
	無回答

	総計
	41
	3
	15
	20
	2
	1

	本部連絡員
	10
	1
	5
	2
	1
	1

	部対策所
	17
	1
	6
	10
	0
	0

	情報処理室
	8
	0
	1
	6
	1
	0

	災害対策室
	6
	1
	3
	2
	0
	0


Q２．災害対策本部の中で、あなたのすべきことは、理解できましたか。(n=41)
1.よく理解できた　 　2. 理解できた　　 3. 多少理解できた　　　4.理解できなかった
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理解できた

48.8%

多少理解で

きた

39.0%

無回答

4.9%

理解できな

かった

2.4%

よく理解で

きた

4.9%


	
	調査数
	よく理解できた
	理解できた
	多少理解
できた
	理解できなかった
	無回答

	総計
	41
	2
	20
	16
	1
	2

	本部連絡員
	10
	2
	5
	3
	0
	0

	部対策所
	17
	0
	9
	7
	0
	1

	情報処理室
	8
	0
	3
	4
	0
	1

	災害対策室
	6
	0
	3
	2
	1
	0


Q３．図上演習をやってみて、現在のやり方で実際の地震災害時に被害情報の収集をうまくできると思いましたか。(n=41)
　　　1.非常にうまくできると思う　　　　 2.まあうまくできると思う　 

3.あまりうまくできないと思う　　　 4.全くうまくできないと思う
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無回答

4.9%

非常にうまく

できると思う

0.0%
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できないと

思う

63.4%
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きると思う

17.1%

全くうまくで

きないと思

う

14.6%


	
	調査数
	非常にうまくできると思う
	まあうまくできると思う
	あまりうまくできないと思う
	全くうまくできないと思う
	無回答

	総計
	41
	0
	7
	26
	6
	2

	本部連絡員
	10
	0
	1
	5
	3
	1

	部対策所
	17
	0
	3
	11
	2
	1

	情報処理室
	8
	0
	2
	6
	0
	0

	災害対策室
	6
	0
	1
	4
	1
	0


　　○情報収集上の問題点や、改善すべき点を具体的に記入してください。

Q４．被害情報のとりまとめ、処理については、うまくできると思いますか。(n=41)

1.非常にうまくできると思う　　　　 2.まあうまくできると思う　 

3.あまりうまくできないと思う　　　 4.全くうまくできないと思う
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全くうまくで

きないと思う

19.5%

無回答

7.3%

あまりうまく

できないと思

う

43.9%

非常にうまく

できると思う

2.4%

まあうまくで

きると思う

26.8%


	
	調査数
	非常にうまくできると思う
	まあうまくできると思う
	あまりうまくできないと思う
	全くうまくできないと思う
	無回答

	総計
	41
	1
	11
	18
	8
	3

	本部連絡員
	10
	0
	1
	4
	4
	1

	部対策所
	17
	1
	3
	9
	2
	2

	情報処理室
	8
	0
	5
	3
	0
	0

	災害対策室
	6
	0
	2
	2
	2
	0


　　○情報のとりまとめ、処理上の問題点や、改善すべき点を具体的に記入してください。


Q５．今回の図上演習で、どのような課題が見つかりましたか。具体的に記入してください。(n=41)

　　1.複数の部署などで重複して入手した情報の処理をどうするか。

　　2.被害の第１報後、変化していく過程の情報の処理をどうするか。

3.情報が来ない地区（情報の空白域・孤立地区）をどうやって見つけるか。

4.誤情報をどのように確認し、修正したら良いか。

　　5.被害情報以外の情報をどのように処理したら良いか。

　　6.その他
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複数の部署などで重複して入手した情報の処理をどうするか。

被害の第１報後、変化していく過程の情報の処理をどうするか。

情報が来ない地区をどうやって見つけるか。

誤情報をどのように確認し、修正したら良いか。

被害情報以外の情報をどのように処理したら良いか。

その他


	
	調

査

数
	複数の部署などで重複して入手した情報の処理をどうするか
	被害の第１報後、変化していく過程の情報の処理をどうするか
	情報が来ない地区（情報の空白域・孤立地区）をどうやって見つけるか
	誤情報をどのように確認し、修正したら良いか
	被害情報以外の情報をどのように処理したら良いか
	被害情報以外の情報をどのように処理したら良いか
	無
回
答

	総計
	41
	16
	10
	9
	5
	10
	7
	5

	本部連絡員
	10
	5
	3
	2
	1
	4
	3
	1

	部対策所
	17
	6
	3
	5
	1
	2
	3
	3

	情報処理室
	8
	2
	3
	0
	0
	2
	1
	1

	災害対策室
	6
	3
	1
	2
	3
	2
	0
	


Q６．今回の図上演習の感想や、その他、災害対策本部として改善したほうが良いと思われた点がありましたら、自由に記入してください。　　　
（ご記入については、裏面もお使いください。）


－ご回答ありがとうございました。記入された用紙は、防災対策課にお渡しください－
＜自由回答＞

	104
	本部連絡員
	最重要な情報は、スピーカーを通じて、災害対策本部内に放送したらよいと思う。

	105
	本部連絡員
	医療救護本部との連携を具体的に検討する必要があると思います。

	106
	本部連絡員
	シミュレーションの技法を取り入れることにより、さまざまな課題があることがわかり、画期的な訓練であったと思う。

	107
	本部連絡員
	災害時の対応(マニュアル)は、できる限りシンプルにすべきと考える。

	108
	本部連絡員
	情報の共有化を含め災害対策事務室内の統制がとれた方が動きやすい。

	109
	本部連絡員
	本部連絡員として災害時に何をすべきか、具体的にイメージを持つことができました。

	110
	本部連絡員
	情報処理センター的な役割を担う機関が必要。市民からの情報を含め・一箇所で大量の情報を受け整理できる体制が必要。各部署では、情報整理に時間がかかりすぎてしまう。電話・FAX機機の不足及び同時期に大量の情報伝達の集中による受信能力限界。

	201
	部対策所
	防災システムをもっと有効活用すべきではないか。また、防災システムの地図の立ち上がりが遅いことや指令書にするのが手間であったりするので、バージョンアップすべきではないかと思います。

	203
	部対策所
	やはり各所管課であふれかえる情報に振り回されてはやらなければならない業務に遅れが生じる可能性がある。実働できる職員も現実は被災直後では少ないことから、情報の受入窓口(電話など)を限定してそこに臨時要員(指定)を集中させて対応集約することも一つの方法ではないか。

	205
	部対策所
	今回の図上演習は、部内では数人の演習だったので全員の参加は無理でしょうか。

	207
	部対策所
	災害復旧のためには、長時間かかるので、一部の職員だけで部対策所を構成するのでなく多くの職員に経験させたほうが良い。

	208
	部対策所
	関係のない部署でも被害情報の全てを送って欲しい。また、経過も同様と思います。

	209
	部対策所
	１．日常的に津久井、各課が防災に関して、危機感を持ち、津久井地区は津久井各課で、できるだけ支えるとう認識を強化する。　
２．津久井地区内としても独自で地域訓練を何度も行い、その都度問題点を洗い出して改善する努力必要。

	210
	部対策所
	本訓練は、不定期に、避難所・救護所と連携して実施すべき。ぜひ、今後も継続するようお願いしたい。

	213
	部対策所
	災害内容が事前にわからなかったことにより、多数のシミュレーションを想定することができ、緊張した時間でした。部としての大きな災害対応内容はなかったものの、他の部ではたくさん対応すべき事があったと思います。

	214
	部対策所
	部の対策所に、情報の収集、分配の機能を持たせ、入手した情報の分別、再配分をさせる。

	216
	部対策所
	やはり目的意識を職員個々が強烈に認識しない限り、この手の演習は上手く行かないのではないかと思う。今回、意識のないままに参加し、結果として何を求められていたのかを知ることは大きな成果であった。現実に即しての演習の必要性を強く感じた。

	301
	情報処理室
	災害対策室における意思決定による活動が、市民に対してどの程度満足させられるか不満は、どこの窓口にを明確にしたほうがよい報道の大半が現地や避難所に集中するが、対応はどの程度までか窓口は災害対策本部でよいか

	304
	情報処理室
	広い視点で災害状況を把握することは、指揮者としてはいいと思います。ただ、個々のセクションが機能し、それぞれの役割が上手くリンクしないと、断続的な情報しか提供できないと思います。

	306
	情報処理室
	今回の図上演習の趣旨が明確でないように感じた。ただ、ポイントを絞って図上演習を行うことは大切と考えるので、今後も図上演習を行いながら、改善点をひろい出すやり方がよいと思う。

	308
	情報処理室
	今回行った図上演習の内容等を精査して、情報の処理に人数を費やし、初期の段階で的確な処理を行えば、その後の対応がうまくいくと思う。

	401
	災害対策室
	・災害対策事務室の時系列事案管理表の作成がネックになった。　
・情報収集、伝達の処理対応をさらに訓練する必要がある。

	403
	災害対策室
	本部長に速やかに報告すべき被害情報や本部長の判断を要する被害情報等、情報伝達における分別、迅速性を速やかに行うこと。

	404
	災害対策室
	様式をあまり増やさず、県様式も含めて再度体系的に整理し周知した方が、情報の処理がスムーズに行くと思う。

	406
	災害対策室
	初の図上演習でとまどったが、非常に有意義であり、継続的に実施すべきである。（また、本当の部長が参加した方が良いと思う。）

	
	
	情報を管理するために、もっとシンプルな方法を検討する必要があると思う。例えば、受付用紙に処理経過等を書き込みをするなどし、決められた部署で確実に情報整理を行う必要があると思う。


＜市災害対策本部組織図＞
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＜本部事務局＞


○災害対策室


○災害対策事務室


○情報処理室


＜本部各班＞


○本部広報課班


・本部職員課班


・本部財務課班





応急対策班


　消火・危険物・避難誘導班


　救出・救助班


　医療救護班


　道路啓開・交通規制班


　被害調査、建築物の応急危険度判定班


　避難生活支援班


　被災生活支援・緊急物流・防犯班


　遺体処理班


　防疫・清掃・がれき処理班


　災害弱者支援班


　水災防ぎょ対策班


　その他応急対策に必要な班





現地対策班(18)　　　　地域調整班(2)


・出張所　　　　　　　　・津久井地域


・本庁管内の公民館　　　　自治区事務所


（陽光台公民館を除く）　・相模湖地域


自治区事務所





消防部連絡員





　・市への代表電話は、発災後、手動により警備員が受け、「災害対策事務室」及び各部へ振り分けることになっている。訓練では、「情報処理室」は119番のあふれ呼の処理と「防災緊急情報システム」への情報の入力を行う。「災害対策事務室」は、各部及び外部関係機関からの情報をとりまとめ、「災害対策室」が最終とりまとめを行う。


・計画では、災害時優先電話は、交換機において直通電話に切り替えることになっている。市では携帯電話はなく、消防本部がもっている携帯電話は、災害時優先回線指定はなされていない。


　・「防災緊急情報システム」は、通常、風水害時に、消防本部と市役所の関係機関（土木、下水道、南土木事務所）、「災害対策室」で入力した情報を共有する。
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（注）　　　　内の担当者がプレーヤー　　　　内は今回は参加せず


○付きの部・室・班は、今回の図上演習での主要プレーヤー
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